
令和６年度 少子化時代に対応した
学校の適正規模・適正配置の在り方に関する調査研究

中間報告

≪調査内容≫

① 学校の適正規模・適正配置による教育効果等の調査研究

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等

【Ｂ】保護者や児童生徒、地域住民の合意形成の進め方（理解の状況等）

② 学校の適正規模・適正配置に伴う児童生徒の通学の在り方の調査研究

③ 学校の適正規模・適正配置に向けた都道府県と市区町村の連携の調査研究
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委託業務の全体スケジュール

Ａ

B

③

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

再編効果

合意形成

都道府県と

市区町村の連携

⚫ 再編効果、検証方法、

検証項目

⚫ タイプ分類

⚫ アンケート調査

⚫ ヒアリング調査 等

⚫ 業務の流れの整理

⚫ 成果物の分析

⚫ アンケート調査

ヒアリング調査

⚫ 実行段階の在り方等

⚫ アンケート調査

ヒアリング調査

⚫ 静岡県意見交換会

⚫ 連携の在り方

⚫ 連携による効果 等

再編検証手法、効果等の検討

再編検証手法、効果等の整理

ヒアリング アンケート調査

タイプ分類等の検討

成果物のまとめ

⚫ 再編効果、検証手法

⚫ タイプ分類案
⚫ 先行事例

第１回 第２回 第３回 第４回

業務の流れの整理

先行事例の収集、整理 成果物の分析

アンケート調査

成果物のまとめ

⚫ 合意形成のＱ&Ａ

⚫ 事例集

第１回 第２回 第３回 第４回

連携状況に関する課題認識

基礎情報等の収集

アンケート調査

連携の在り方、連携による効果等のまとめ

成果物のまとめ

⚫ 調査報告書

⚫ 事例集

（実務者会） （幹部会）

ヒアリング

ヒアリング

ヒアリング

さまざまな課題の整理（５つの視点・各段階）

各段階ごとの合意形成手法、目的・課題等

３つの事業
連携して

実施

１

２
３ ３

５

１

３
３

２ ４

移行段階の検討の進め方４

１

２

静岡県意見交換会

３ ４
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【Ａ】教育効果やコスト削減効果等

再編効果と
根拠資料

１ タイプ分類２ アンケート
ヒアリング

３ 現時点での
まとめ

⚫ 再編効果と
教育効果

⚫ 効果検証手法

⚫ 効果検証例
（根拠資料）

⚫ 人口規模別適正
規模・適正配置
取組状況の特色

⚫ 学校再編の
タイプ分類（案）

⚫ 人口規模別、
再編手法別
再編効果（例）

⚫ 再編効果の検証
は体系的に行わ
れていない
（ｱﾝｹｰﾄ中心）

実行段階
（移行段階）
の進め方

５４
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教育効果

① 学校規模の確保

再編効果

② 通学区域の見直し

③ 地域との連携強化

④ 教育環境の充実

⑤ コスト削減

⚫適正規模の確保
（＝小規模校の解消）

⚫教職員の確保
（免許外教科担任解消）

⚫適正な学級規模の確保
（例：１２人(４人×３班)～３５人/学級）

⚫複式学級の解消

⚫分散進学の解消

⚫小・中学校区の整合
⚫学区と地区区分（自治会等）
の整合

⚫適正な通学時間、通学手段の
確保

⚫新たな地域資源、地域人材
（ゲストティーチャー、学習ボ
ランティア等）

⚫分散していた学校運営協議
会（コミュニティ・スクール）
の統合

⚫新たな諸室の整備
（多目的ルーム、オープンス
ペース等）

⚫ ＩＣＴ機器等の充実（電子黒板
等）

⚫児童生徒の居場所の確保

⚫施設の維持管理の外部化等
による教職員の負担軽減

⚫複合化による地域拠点化
（学童、放課後子ども教室等）

⚫施設整備費の削減

⚫維持管理費等運営費の削減

⚫学校に係る総コストの削減

✓ クラス替えができ、固定化した人間関係から開放される

✓ 学年内で交流が生まれる

✓ 一教科で複数名配置ができ指導力向上につながる

✓ 専任教員が配置され、学習の質の向上につながる

✓ 多様な学習形態で学ぶことができる

✓ 多様な考え方に出会い自分の考えを深めることができる

✓ 色々な教員で見ることで、その子にあった指導ができる

✓ 少人数でできなかった競技などができ、行事が活性化す
る

✓ 自力解決の力が育つ（過保護になり過ぎない）

適正規模
での効果

学校の適正規模・適正配置による教育効果等の調査研究

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等

成果品目次（案）

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等

小規模
でも

効果あり

＜義務教育学校の効果＞
✓ 乗り入れ授業がしやすく、子ども・教員それぞれにメリットがある

（専門的な授業が受けられる、教員は指導力向上につながる）

✓ ９年生の姿を身近にみれる⇒ あこがれ、目標

✓ 縦割り活動が行いやすい
⇒ いろんな人（１年生など）に伝える力、いろんな立場を思いやる

（社会性・非認知能力の育成）

✓ たくさんの先生が連続してみれることは大きなメリット
⇒ 中１ギャップの解消（中学への不安がなくなる）

✓ 教員同士（小学校・中学校それぞれ）の刺激になり、指導力向上へ

✓ 今まで知らなかった新たな地域の良さを発見し学びが深まる、豊
かな教育につながる（探究的な学びの充実）

✓ 学校を核として、地域同士のつながりが強化される

✓ 中学校区で共通のビジョンを共有するなど、小中連携教育が行い
やすい（施設分離型でも、系統的な教育につながる）

✓ 多様な学習形態を展開できる

✓ 校内の居場所づくりが進むことで、問題を抱える児童生徒の登校
機会が増える

✓ 日常的に地域住民がいる環境となるため、子どもたちのコミュニ
ケーション能力向上につながる（いろいろな考えに触れる、あい
さつなど）

✓ 施設整備費等の縮減効果を統合校の施設整備に活用できる

✓ 統合による加配教員が教職員のまとめ役や地域とのパ
イプ役を担うことで、円滑な学校運営につながる

課 題

•当初の将来推計が予測を上
回る（下回る）
⇒ 将来推計を定期的に見直

す必要あり

•スクールバス等通学補助の
費用が多額になる

•スクールバス、運転手の確保
が難しい

•地域との直接的な関わりが
減る

•地域の活動が存続できるか

•跡地の在り方について、首長
部局との連携、地域との調整
等が必要

•教員が小学校・中学校それぞ
れの免許を持っていること
が望ましい

•開校前に新しい教育方針の共
通理解がされていないとス
タート時から混乱を招くため、
各学校の学習の在り方、行事
等のすり合わせが必要
⇒開校前の準備期間の対応が

重要（移行期間中における取
組が必要）

•人数が増えたことで馴染め
ない子へのケアが必要

•人員配置について県との調
整が必要

•新校の教育ビジョンと連動し
た施設整備（使い方も）が必
要

•コスト効果検証を定量的に
行っていないところが多い

再編効果 と 課題 （現時点におけるまとめ）

人間性の
形成
・

社会性の
獲得

知識・
スキル
の習得

学力向上

問題解決
能力の
育成

態度の
習得

教育
効果(例)
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【Ａ】教育効果やコスト削減効果等 効果検証の例【根拠資料】

■ 児童生徒数・学級の変化（学校規模の状況） 検証例

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26

緑野中 9 10 11 12 11 10 10 9 9 8 9 10 11 12 12 12 12 13 13 14 15 15 15 15 14 13 12 12 12 12 13 13 13 12 12 12 12

第十一中 6 6 6 6

第六中 8 7 6 4

北原小 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11 11 11 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 11 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

平和の森小 16 17 19 19 19 20 20 21 22 23 23 22 23 24 24 23 22 21 20 19 18 18 18 18 18 18 18 18 19 18 18 18 18 18

丸山小 13 13 14 13 14 13 13

野方小 12 13 13 13 13 14 15

沼袋小 6 6 6 6 6 6 6

緑野小 15 15 15 14 14 14 15 15 16 17 17 18 18 18 18 18 18 17 17 17 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

南中野中 9 9 9 9 9 10 10 9 9 9 9 9 9 10 11 11 10 10 11 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 11 12 12 12 12 12 12

第一中 8 8 8 8 7

中野富士見中 6 6 6 5 4

南台小 13 13 14 15 14 15 16 17 18 18 17 18 17 17 17 17 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

多田小 12 12 12 12 12 12 11 11 10 10 10 11 10

新山小 10 9 8 7 7 7 6 7 7 7 7 6 6

中野神明小 12 12 12 12 13 13 12 13 12 13 13 14 14

みなみの小 18 18 16 16 16 17 18 19 19 19 19 18 18 17 17 17 17 17 17 18 18 18 18 18 18 18 18 18

緑
野
中
学
校
区

南
中
野
中
学
校
区

10年前20年前 10年後 20年後現在20年前 10年前 現在 10年後 20年後

中学校の統合

小学校

中学校 16学級以上

19学級以上 12～18学級 ７～11学級 ６学級以下

９～15学級 ４～８学級 ３学級以下

小学校の統合

小学校の統合

中学校の統合

把握内容 把握・分析結果 効果 及び課題

小学校

：統合前の小・中学校

：統合後の中学校

：統合後の小学校

：再編を行っていない学校

凡例

小学校：19学級以上
中学校：16学級以上

小学校：12～18学級
中学校：９～15学級

小学校：11学級以下
中学校：８学級以下

小学校：６学級以下
中学校：３学級以下

：望ましい規模

：大規模化

：小規模化

：過小規模化
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統合 現在 10年後 20年後

11CR

統合時

18CR

H12S60 H22S54

13CR

23CR

18CR

R16R6 R26H23

15CR

18CR

H14H5 H22S49

12CR

８CR

６CR ６CR

19CR

統合時

● 小規模校の解消

✓ 小学校は６学級、中学校は４学級まで小規模
化したが、令和６年度現在、小学校は１２学級、
中学校は９学級が最小規模。小規模化は解
消し、推計から今後20年間は、各学校とも学
校規模を維持できる予測となっている。

今後20年間の将来推

計より標準規模また
は大規模で推移

（Ｂ・Ｃ図）

【主な学校別の推移】

✓ 最初に小規模化した小学校：平成２
年度のa小学校（361人11学級）。昭

和54年度に望ましい規模（716人18学
級）となった11年後に児童数半減。
以降は児童数300人前後、11～12学級

を維持し続け、再編していない。平
成29年度に通学区域変更、校区は広

がった。

✓ 最初に小規模化した中学校：平成７
年度のb中学校（256人８学級）。昭
和56年度542人13学級から14年で生徒
数半減。平成12年度から再び減少し、
19年度末の閉校時は前年度から半減
の73人４学級。

✓ ともに現在のE中学校区。

（Ａ図）
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（人）
北中野中学校区 明和中学校区

現在 10年後 20年後

40年後

児童生徒数ピーク

2,104人

5,800人

1,458人

2,340人

1,221人

2, 389人

1,203人

2,418人

1,270人
△40％

2,454人
△58%

明和
中学校区

北中野
中学校区

●中学校区別児童生徒数の推移と将来推計

ピーク時からの減
少が大きな中学
校区で再編して
いることを確認

再編のあった中学校区

再編のない中学校区

統合により、全小中
学校で適正規模が

確保できた

● 学校規模の変化を把握

✓ 各学校の50年間の児童生徒数・学級数を見
える化し、『大規模』→『望ましい規模』→『小
規模』→『過小規模』の変化がいつ・どの学校

で起きるのか、統合で『望ましい規模』になっ
たかを把握

（Ａ・Ｂ・Ｃ図）

【中学校区ごとの違い】

✓ 校区内が全校再編：A中学校区や
B中学校区は、ピーク時の児童生
徒数が4,000人以上と多く、現在
までの減少率も75％、66％と大
きい。

✓ 校区内の学校を維持：C中学校
区・D中学校区は、ピーク時の児
童生徒数は2,000～3,000人と比

較的少なく、現在までの減少率も
31％、54％にとどまる。

（Ｂ図）

●中学校区別学校別学級数の推移と将来推計
小規模校が解消

された

統合前は、小規模校が
小学校13校・中学校7校

現在

ピークから31％減

ピークから60％減

児
童
生
徒
数
・学
級
数
の
変
化

●学校別学級数の変化

（C図）

・児童生徒の人間関係
の醸成に繋がった

児童生徒の
９割以上が
新しい友だ
ちができ学
校が楽しく
なったと回
答

・児童に配慮した学級
編制ができるように
なった

・中学校における専任
教員の配置が可能に
なった

A小学校

B小学校

C小学校

将来推計を定期的に見直し、統合
校の規模予想を適宜、行う必要が
ある

課題

A

B



東京都 武蔵野市 11 0 1 4 7 0 0 12 0 0 0 2 4 0 0 6 0 7 2 -8%

東京都 小金井市 11 0 4 4 1 0 0 9 0 0 0 4 1 0 0 5 0 3 4%

東京都 国分寺市 11 0 3 3 4 0 0 10 0 0 0 3 2 0 0 5 15 4 -2%

東京都 東久留米市 13 0 1 1 9 1 0 12 0 0 0 3 4 0 0 7 0 7 2

福岡県 春日市 14 0 1 4 7 0 0 12 0 0 1 5 0 0 0 6 0 7 1

埼玉県 ふじみ野市 15 0 2 5 5 0 0 12 0 0 1 4 1 0 0 6 0 1 8 -13%

大阪府 松原市 17 0 0 5 8 2 0 15 0 0 0 6 1 0 0 7 0 3 6 -11%

千葉県 浦安市 17 0 2 2 10 3 0 17 0 0 0 4 5 0 0 9 0 6 3

神奈川県 座間市 18 0 1 2 8 0 0 11 0 0 0 6 0 0 0 6 0 4

大阪府 大東市 18 0 2 5 5 0 0 12 0 0 0 4 4 0 0 8 0 1 2

沖縄県 浦添市 19 4 5 2 0 0 0 11 3 1 1 0 0 0 0 5 0 5 9 1%

埼玉県 富士見市 20 1 1 5 3 1 1 12 0 0 2 2 2 0 0 6 0 6 1 -3%

沖縄県 宜野湾市 20 0 4 1 4 0 0 9 0 1 2 1 0 0 0 4 0 1 2

千葉県 習志野市 21 2 3 4 5 2 0 16 0 2 3 1 1 0 0 7 0 8 3 -12%

千葉県 鎌ケ谷市 21 1 3 2 2 1 0 9 0 0 2 3 0 0 0 5 0 4 1 -12%

埼玉県 新座市 23 0 2 2 13 0 0 17 0 1 2 3 0 0 0 6 0 1 2 -11%

東京都 立川市 24 0 2 5 11 1 0 19 0 0 1 4 4 0 0 9 28 1 -9%

兵庫県 伊丹市 25 2 2 2 10 1 0 17 0 0 3 4 1 0 0 8 0 1 -2%

大阪府 羽曳野市 26 0 1 2 8 2 0 13 0 0 1 3 1 0 0 5 1 7 2 -14%

神奈川県 海老名市 27 2 1 6 4 0 0 13 1 1 2 8 1 0 0 13 0 9

福岡県 大野城市 27 2 1 2 4 1 0 10 0 0 2 2 1 0 0 5 0 4 1 -3%

埼玉県 三郷市 30 2 0 0 12 4 0 18 0 0 1 4 3 0 0 8 0 4 8 4%

神奈川県 鎌倉市 40 0 2 5 7 2 0 16 0 0 0 4 4 1 0 9 0 1

大阪府 富田林市 40 0 0 5 7 4 0 16 0 0 0 4 4 0 0 8 0 1 1 -8%

千葉県 我孫子市 43 1 3 2 5 2 0 13 0 1 1 3 1 0 0 6 0 3 4 -13%

埼玉県 入間市 45 0 1 2 12 1 0 16 0 0 0 4 6 0 0 10 0 3 8 -13%

埼玉県 狭山市 49 0 0 2 10 3 0 15 0 0 0 5 3 0 0 8 0 4

愛知県 刈谷市 50 2 5 4 4 0 0 15 0 2 4 0 0 0 0 6 0 5 1 -9%

奈良県 生駒市 53 0 0 6 3 3 0 12 0 0 0 4 3 1 0 8 0 3 3 -16%

兵庫県 川西市 53 0 0 2 12 2 0 16 0 0 1 4 2 0 0 7 0 3 3 -9%

愛知県 小牧市 63 0 0 5 6 5 0 16 0 0 3 2 4 0 0 9 0 3 4 -16%

埼玉県 鴻巣市 67 0 0 1 7 8 0 16 0 0 0 3 5 0 0 8 0 3 8 -10%

京都府 宇治市 68 0 0 5 11 4 2 22 0 0 1 4 5 0 0 10 0 3 2 -12%

茨城県 取手市 70 0 1 2 8 3 0 14 0 0 2 3 1 0 0 6 0 7 1 -18%

静岡県 焼津市 70 1 0 3 4 5 0 13 0 0 0 3 5 1 0 9 0 4 1 -14%

大阪府 岸和田市 73 0 0 2 14 8 0 24 0 0 0 7 3 1 0 11 0 3 9 3%

愛知県 稲沢市 79 0 0 3 6 14 0 23 0 0 1 2 6 0 0 9 0 3 5 -18%

福岡県 大牟田市 81 0 0 2 7 10 0 19 0 0 0 3 4 0 0 7 0 3 9 -18%

大阪府 和泉市 85 1 4 6 4 3 0 18 0 3 4 0 1 0 0 8 2 4 -8%

愛知県 安城市 86 1 3 11 5 1 0 21 0 2 4 2 0 0 0 8 0 4 1 -14%

福岡県 筑紫野市 88 2 1 1 5 2 0 11 0 0 1 3 1 0 0 5 0 6 1 -5%

岐阜県 多治見市 91 0 2 0 7 4 0 13 0 0 1 3 4 0 0 8 0 2 1 -12%

茨城県 ひたちなか市 101 0 1 4 6 5 1 17 0 0 2 5 0 0 0 7 1 3 3 -6%

東京都 青梅市 103 0 0 1 10 5 0 16 0 0 0 2 6 2 0 10 0 1 -20%

千葉県 野田市 104 0 1 3 6 9 1 20 0 0 1 2 5 3 0 11 0 3 2 -11%

神奈川県 秦野市 104 1 0 4 6 2 0 13 0 0 0 4 5 0 0 9 0 9

神奈川県 小田原市 114 0 0 0 13 12 0 25 0 0 0 6 4 1 0 11 0 4 -10%

茨城県 土浦市 123 0 0 1 8 6 0 15 0 0 1 3 3 0 0 7 1 1 6 -19%

茨城県 古河市 124 0 0 0 12 10 1 23 0 0 0 3 6 0 0 9 0 3 2

鳥取県 米子市 132 0 4 5 7 7 0 23 0 0 2 6 2 0 0 10 0 1 -8%

埼玉県 加須市 133 0 0 1 5 15 1 22 0 0 0 2 5 1 0 8 0 3 2

埼玉県 深谷市 138 0 0 2 8 9 0 19 0 0 0 4 4 2 0 10 0 7 2 9%

千葉県 木更津市 139 0 1 1 10 5 1 18 0 0 0 3 6 3 0 12 0 3 1 -9%

埼玉県 熊谷市 160 0 1 6 11 8 0 26 0 0 1 5 10 0 0 16 0 6 5 -8%

愛知県 西尾市 161 2 3 3 10 7 0 25 2 0 3 2 2 0 0 9 1 7 1

静岡県 磐田市 163 2 2 5 7 6 0 22 0 1 1 8 0 0 0 10 0 6 1 -14%

栃木県 小山市 172 0 0 4 9 8 2 23 0 0 1 5 2 2 0 10 1 3 4 -11%

栃木県 足利市 178 0 0 1 5 14 2 22 0 0 0 3 6 2 0 11 0 8 4 -19%

静岡県 沼津市 187 0 2 1 10 8 2 23 0 0 0 7 5 6 0 18 0 3 6 -17%

北海道 江別市 187 0 0 2 9 5 1 17 0 0 0 4 4 0 0 8 0 2 1

山口県 防府市 189 1 1 5 3 5 2 17 0 0 2 3 2 4 0 11 0 2 1

三重県 鈴鹿市 194 0 2 3 6 18 1 30 0 0 2 4 4 0 0 10 0 3 6 -16%

滋賀県 彦根市 197 0 0 2 5 10 0 17 0 0 2 2 2 1 0 7 0 6 3 -18%

三重県 伊勢市 208 1 1 1 10 7 2 22 0 0 1 3 6 0 0 10 0 3

富山県 高岡市 210 0 2 5 6 7 0 20 0 0 3 1 6 1 0 11 1 1 -12%

兵庫県 三田市 210 1 0 2 4 10 3 20 0 0 1 2 2 3 0 8 0 6 9

千葉県 成田市 214 0 0 1 8 8 2 19 0 0 0 4 4 0 0 8 2 6 -15%

福岡県 飯塚市 214 0 3 5 5 3 3 19 0 1 0 5 4 0 0 10 0 6 1 -10%

茨城県 日立市 226 0 0 6 10 6 1 23 0 0 1 7 3 1 0 12 1 3 6 -4%

愛媛県 新居浜市 234 0 0 1 7 7 1 16 0 0 0 2 7 2 0 11 0 3 4 -1%

北海道 小樽市 244 0 0 0 3 11 3 17 0 0 0 0 6 6 0 12 0 8 1 -21%

静岡県 掛川市 266 0 0 3 5 12 1 21 0 0 1 3 5 0 0 9 0 3 6 -13%

広島県 尾道市 285 0 0 1 4 15 2 22 0 0 0 1 8 4 2 15 0 3 6 -18%

１０万～２０万人［区市］ ９８ 団体

都
道
府
県
名

市
区
町
村
名

面
積

（㎢）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

5
学級
以下

小学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

小
学
校
数
合
計

（校）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

3~5
学級

中学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

中
学
校
数
合
計

（校）

2
学級
以下

（校）

義
務
教
育
学
校

（校）

適
正
規
模
へ
の

認
識

適
正
規
模
検
討

段
階

児
童
生
徒
数
変
化
率

［現
在→

５
年
後
］

検討してない

方針策定

計画策定

再編統合済

いずれも該当なし

おおむね適正規模

適正規模ではない

上記以外
※ 市域面積小さい順

101 17

208 22

11 12
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学校の適正規模・適正配置による教育効果等の調査研究

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等

成果品目次（案）

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等 人口規模とアンケートからタイプ分類の検討

大阪府 寝屋川市 25 1 5 5 11 1 0 23 0 0 2 10 0 0 0 12 0 6 2 -13%

大阪府 豊中市 36 2 1 14 17 4 0 38 0 2 3 7 4 0 0 16 1 6 8 -7%

沖縄県 那覇市 41 0 2 11 16 7 0 36 0 0 2 12 3 0 0 17 0 1 -13%

大阪府 八尾市 42 0 0 4 19 4 0 27 0 0 0 10 3 1 0 14 1 1 9 -4%

兵庫県 明石市 49 8 6 6 7 1 0 28 0 5 4 3 1 0 0 13 0 6 1 4%

兵庫県 尼崎市 51 2 9 16 11 3 0 41 0 1 7 7 2 1 0 18 0 1 -4%

埼玉県 越谷市 60 5 5 11 6 2 0 29 0 1 6 6 2 0 0 15 0 5 2 -10%

大阪府 東大阪市 62 0 1 3 28 17 0 49 0 0 1 9 13 0 0 23 2 7 2 -9%

千葉県 船橋市 86 4 9 8 27 7 0 55 1 4 4 11 5 1 0 26 0 5 3 -11%

兵庫県 西宮市 100 1 8 12 18 1 0 40 0 0 5 7 7 0 0 19 1 1 -14%

神奈川県 横須賀市 101 0 0 3 25 16 0 44 0 0 0 7 16 0 0 23 0 8 7 -18%

大阪府 高槻市 105 0 1 5 24 11 0 41 0 0 2 9 7 0 0 18 0 2 1 -6%

愛知県 一宮市 114 0 2 8 24 8 0 42 0 1 5 9 4 0 0 19 0 6 4 -14%

千葉県 柏市 115 3 4 11 15 9 0 42 0 0 1 16 3 1 0 21 0 6 3 -5%

東京都 八王子市 186 0 2 3 34 28 2 69 0 0 0 11 11 15 0 37 1 3 3

岐阜県 岐阜市 204 0 2 9 11 22 1 45 0 2 1 10 8 1 0 22 1 7 9

和歌山県 和歌山市 209 0 1 2 26 17 4 50 0 0 1 10 5 1 0 17 1 3 9 -8%

茨城県 水戸市 217 0 2 7 9 12 1 31 0 1 0 6 7 1 0 15 1 6 1 -6%

福岡県 久留米市 230 2 1 3 21 16 0 43 0 0 1 10 6 0 0 17 0 3 3 -14%

愛知県 豊橋市 262 0 1 13 14 24 0 52 0 0 3 11 6 2 0 22 0 7 3 -14%

奈良県 奈良市 277 0 1 4 21 12 4 42 0 0 0 8 10 4 0 22 0 6

青森県 八戸市 306 0 0 2 12 21 6 41 0 0 0 5 10 9 0 24 0 3 3 -17%

高知県 高知市 309 1 6 8 14 7 3 39 0 0 3 8 5 1 0 17 2 6 3

群馬県 前橋市 312 0 1 1 27 17 0 46 0 0 0 9 10 1 0 20 0 6 4 -12%

岡山県 倉敷市 356 3 7 7 19 21 3 60 1 2 5 11 4 3 0 26 0 6 3 -8%

香川県 高松市 376 6 7 13 10 10 3 49 3 2 7 4 3 2 3 24 0 2 1

山形県 山形市 381 0 2 1 17 9 7 36 0 0 3 7 1 2 2 15 0 6 2 -9%

愛知県 岡崎市 387 7 14 5 7 11 3 47 1 4 4 8 3 0 0 20 0 6 3

長崎県 長崎市 406 0 0 5 22 28 11 66 0 0 0 5 7 11 4 27 0 3 8 -22%

栃木県 宇都宮市 417 0 0 11 25 18 2 56 0 1 6 13 4 1 0 25 0 2

長崎県 佐世保市 426 0 0 4 13 25 2 44 0 0 0 7 8 8 1 24 2 8 6 -1%

群馬県 高崎市 459 2 2 10 26 14 4 58 0 1 5 10 7 2 0 25 0 6 1 -8%

石川県 金沢市 469 0 3 8 27 11 3 52 0 0 3 16 1 4 0 24 0 6 7 -11%

大分県 大分市 502 2 5 11 20 12 5 55 1 2 6 5 7 5 1 27 1 3

広島県 福山市 518 0 1 5 29 34 0 69 0 0 1 6 19 4 0 30 2 3 2 -13%

兵庫県 姫路市 535 1 4 12 22 23 4 66 0 1 3 12 10 6 0 32 3 6 3 -11%

鹿児島県 鹿児島市 548 5 5 8 28 18 14 78 0 0 6 12 15 4 2 39 0 6 3

島根県 松江市 573 2 2 5 9 12 2 32 0 2 1 4 6 2 0 15 2 1

宮崎県 宮崎市 644 0 6 12 15 10 3 46 0 0 0 12 11 3 0 26 0 3 2

北海道 函館市 678 0 0 2 11 20 5 38 0 0 0 5 7 5 1 18 1 3 8 -20%

山口県 下関市 716 0 2 4 7 18 10 41 0 0 1 5 8 7 2 23 0 3 7 -18%

福島県 郡山市 757 0 1 4 22 11 11 49 0 0 2 8 7 8 0 25 2 3 3 -13%

鳥取県 鳥取市 765 0 0 5 7 20 7 39 0 0 2 4 5 2 0 13 4 3 3 -15%

福島県 福島市 768 0 2 8 10 15 5 40 0 1 3 5 7 2 0 18 1 3 7 -10%

青森県 青森市 825 0 0 1 17 18 6 42 0 0 0 9 7 3 0 19 0 3 8 -13%

長野県 長野市 835 0 6 11 13 16 6 52 0 1 10 4 3 3 2 23 0 3 1 -11%

秋田県 秋田市 906 0 1 2 18 12 5 38 0 0 0 11 5 3 0 19 0 6 8 -8%

愛知県 豊田市 918 0 1 12 21 26 15 75 0 1 7 8 7 5 0 28 0 6 2 -13%

福島県 いわき市 1,233 1 1 8 18 24 7 59 0 1 1 9 10 13 0 34 0 6 2 -24%

中核市 ４９ 団体

都
道
府
県
名

市
区
町
村
名

面
積

（㎢）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

5
学級
以下

小学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

小
学
校
数
合
計

（校）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

3~5
学級

中学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

中
学
校
数
合
計

（校）

2
学級
以下

（校）

義
務
教
育
学
校

（校）

適
正
規
模
へ
の

認
識

適
正
規
模
検
討

段
階

児
童
生
徒
数
変
化
率

［現
在→

５
年
後
］

検討してない

方針策定

計画策定

再編統合済

いずれも該当なし

おおむね適正規模

適正規模ではない

上記以外
※ 市域面積小さい順

186

1,233

25

方
針
は
策
定
し
て
い
る
自
治
体
多
い
（
22
自
治
体
）

23

69

59

（過）大規模と（過）小規模の両方の対応が必要

人口規模
・

市域面積

小学校・中学校・義務教育学校

学校規模（小規模？大規模？）と 学校数

対応状況

方針作っている？
再編している？

人口規模別に特色を把握

指定都市

町村

まで ８分類

～ • 人口規模×市域面積で、どのくらいの

規模を超えると小規模校が出現するか

• 人口規模による学校設置状況の傾向

等

• 方針あるか？

• 再編に取り組

んでいるか？

市域面積
100㎢以上

市域面積が
広くなると
５学級以下
の学校が
増える

再編をして
も小規模校
が解消され

ない

小学校・
中学校とも

１９学級以上
の学校が
多い

再編
済み
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学校の適正規模・適正配置による教育効果等の調査研究

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等

成果品目次（案）

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等 タイプ分類（案） と 再編等の主な特色

地方公共
団体の
区分

市
町

人口
規模

自治体
数

指定都市 ー ー １８

中核市 ー ー ４９

上記以外
区
・
市

３０万人
以上

１８

２０万～
３０万人

２６

１０万～
２０万人

９８

５～１０
万人

１４０

５万人未
満

１５９

町
村

ー ３９９

アンケート結果からの主な特色

• 学校数が多く（100校以上）、独自の基準等あり

• 大規模～小規模～過小規模まで混在

• 適正規模・適正配置の取組はどの自治体も始めている

• 人口20万～80万人と幅がある。

• 市域面積150㎢を超えると過小規模校が出現

• 大規模校と小規模校、両方を保有し、両方の対応が必要

• 比較的標準規模を保っている
（過小規模なし・小規模校割合低い）

• 「おおむね適正規模」の認識で、あまり取り組んでいない

• 小学校30校を超えると、過小規模校が出現する傾向あり

• 大規模校と小規模校、両方を保有し、両方の対応が必要

• 適正規模・適正配置の取組を始めている自治体多い

• 小学校20校以下の学校が多く過小規模校なし

• 比較的標準規模を保っている
市域面積

100㎢未満

市域面積
100㎢以上

• 小学校20校超えが多く過小規模校が出現

• 「適正規模でない」という認識あり

• 小学校10校以下の学校が多く過小規模校ほぼなし

• 比較的標準規模を保っている
市域面積
60㎢未満

市域面積
60㎢以上

• 小学校10校超えが多く過小規模校が出現

• 再編統合しても、過小規模が解消されない

• 小規模校が中心で、約６割の自治体で過小規模校が出現

• 再編統合しても、過小規模が解消されない

• 「適正規模でない」という認識あり

• 義務教育学校１校のみ（小・中なし）

• 小学校１～２校、中学校１校の最小単位の自治体多数

1 人口規模による分類
2

（学校数・学校規模・市域面積・進捗状況）

1

2

3

4

5

6

7

8

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

• 実態（児童生徒の将来推計等）を提示・説明し、地域・保護者の理解
（合意）を得られたところから再編を進める（統合や義務教育学校化）

⇒ 了解が取れないエリアは、過小規模校でも再編を進めずそのまま

適正規模・適正配置の対応状況からみる
主な特色

• ３０学級以上の過大規模校から６学級の小規模校まで保有しており、
同じ市内で二極化が進む

⇒ 大規模校対応（教室不足対策）は、教育委員会主導で進める
小規模校対応は地域の合意を得られたところから再編を進める

• おおむね適正であり、小規模校の割合が低い【１０％】。
５学級以下はなし。

⇒ 再編すれば、適正規模を確保できる。

• 小学校３０校を超えると小規模校の割合が高くなり【３７％】、５学級
以下の学校も出現する。

• ３０校未満の自治体では小規模校の割合が【１６％】と比較的低い。都
市部が多く、大規模校と小規模校を保有している。

• 市域面積が100㎢未満、60㎢未満だと、小規模校の割合が低い。
（10～20万人【１７％】、5～10万人【１９％】）

⇒ 再編すれば、適正規模を確保できる

• 市域面積が100㎢以上、60㎢以上だと、学校数が多く、５学級以下の
学校が出現する。

⇒ 再編しても、小規模校が解消できない。

• ５学級以下の学校の割合が【２０％】を超え、１１学級以下まで含める
と【７０％以上】と、大半が小規模校

• 再編しても、小規模校が解消されないことが多い（地理的要因含む）。

⇒ 複式学級は解消する。

施設一体型の小中一貫校・義務教育学校で、縦割り交流を増やし、
小規模のデメリットの最小化に努めている。

19~24
学級以上

12~18
学級

6~11
学級

5
学級以下

小学校

25% 47% 25% 3%

24% 38% 31% 7%

35% 55% 10% 0%

28% 46% 23% 3%

6% 18% 53% 23%

8% 18% 52% 21%

37% 46% 17% 0%

16% 30% 42% 11%

30% 51% 19% 1%

11% 25% 53% 11%

学校規模別学校数の割合
（令和７年度）

• ５学級以下の学校の割合が【２０％】を超え、
１１学級以下まで含めると【７０％以上】と、
大半が小規模校

• 再編しても、小規模校が解消されないこと
が多い（地理的要因含む）。

⚫ 複式学級は解消

⚫ 施設一体型の小中一貫校・義務教育
学校で、縦割り交流を増やし、 小規
模のデメリットの最小化に努める。

• 市域面積が100㎢未満、60㎢未満だと、小
規模校の割合が低い。
（10～20万人【１７％】、5～10万人【１９％】）

⚫ 再編すれば、適正規模を確保できる

• 市域面積が100㎢以上、60㎢以上だと、学
校数が多く、５学級以下の学校が出現する。

⚫ 再編しても小規模校が解消できない。

• ３０学級以上の過大規模校から６学級の小
規模校まで保有しており、同じ市内で二極
化が進む

⚫ 大規模校と小規模校、両方を保有し、
両方の対応が必要

適正規模・適正配置の
対応状況からみる

主な傾向

3

中核市

５万～２０万人

５万人未満

学校再編のタイプ分類（案）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

比較的、標準規模を維持しており、
当面維持できる

大規模校と過小規模校が混在し、両方の
対応が必要

エリアごとに再編統合を進める
（例：中学校から／小学校から など）

再編統合を行っても過小規模校が
解消できない

自治体内で、
義務教育学校１校 or 小学校１・中学校１
など、最小単位まで再編統合済み
地理的要因、地域の核などの理由でこれ以上
の再編統合の予定なし

「行政主導」ではなく、保護者・地域等を
尊重する「地元主導」で進める

独自の基準・体制で進める

Ｇ
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学校の適正規模・適正配置による教育効果等の調査研究

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等

成果品目次（案）

【Ａ】教育効果やコスト削減効果等 “学校再編”のタイプ分類（案）

カルテ化（作成イメージ）

※ 適正規模・適正配置の検討開始にあたって
必要な基礎情報をまとめたカルテ

※ 公表データより作成が可能
学校再編のタイプ分類（案）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

比較的、標準規模を維持しており、
当面維持できる

大規模校と過小規模校が混在し、両方の
対応が必要

エリアごとに再編統合を進める
（例：中学校から／小学校から など）

再編統合を行っても過小規模校が
解消できない

自治体内で、
義務教育学校１校 or 小学校１・中学校１
など、最小単位まで再編統合済み
地理的要因、地域拠点などの理由でこれ以上
の再編統合の予定なし

「行政主導」ではなく、保護者・地域等を
尊重する「地元主導」で進める

独自の基準・体制で進める

Ｇ

指定都市

・30万人以上
・5～20万人
（市域面積狭）

・中核市
・20万人以上

・5～20万人
（市域面積広）

・5～20万人
（市域面積広）
・5万人未満

・5万人未満

○○県 ○○市

ヒアリング結果より

【町内で義務教育学校２校まで再編】

【複式学級～２０学級以上の大規模校まで保有する中核市】

【複式学級～３０学級以上の大規模校まで保有する指定都市】

【人口６万人：３小学校を１小学校に統合】

• 再編しても１学年１クラスでクラス替えはできないが、異学年が身近
にいる効果は大きい。９年生を目標として見れるし、９年生は１年生
の立場に立って考えて伝える力などが育まれている。

• 統合前より、先生が増えることで、いろいろな先生に教えてもらえ
たり、相談ができることも子ども・保護者にとってよい効果。

• 中学校の教員が小学生を教えることは、教員にとっても刺激となり、
教育の質の向上につながっている。子どもにとっては、中１ギャップ
の緩和につながっている。
⇒ただそのためには、小・中免許をもっていることが重要。

• 統合によって規模が適正化できた。１学年複数クラスになったこと
で、学年内で交流が生まれ、新しい考え方に出会えている。

• 教員の人数が増えることで、その子にあった接し方ができる。教員
のキャリア形成をいかした人事ができる。

• 教育委員会で策定した「学校適正化計画」に基づき、地域や保護者の
合意がとれたエリアから進めている。

• 複式学級は、子どもたち自身に学ぶ力が備わっていないと成立が難
しいため、複式学級の解消を優先している。

• 市が現状（将来推計等）を伝えて、再編検討に入るかどうかは地域・
保護者が判断する。

• ４小学校+１中学校で義務教育学校化したところでは、クラス替えが
できるようになり、学校に来れるようになった子もいる。

• 再編で地域が広がったが、地域人材や地域資源が拡張して学習がひ
ろがった。
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【Ｂ】保護者や児童生徒、地域住民の合意形成の進め方

業務の流れ１ 成果物の
分析

２ 合意形成の
重要性

３ 事例集
・

Ｑ＆Ａ集

４

⓪ 検討開始段階

① 方針策定

② 再編（全体）

③ 再編（詳細）

④ 移行段階

⑤ 開校後

① 適正規模・適正
配置方針

② 再編計画（全体）

③ 再編検討（ｴﾘｱ）

④ 実行段階
（移行段階）

⑤ 開校後
（効果検証）

⚫ 各段階の合意形
成の在り方

（アンケート等より）

B 合意形成

⚫ 業務の流れの整理

⚫ アンケート調査

⚫ ヒアリング調査

⚫ 合意形成手法の

把握・まとめ 等

各段階で

合意形成の在り方
が異なる

⚫ これから取り組む自治体
や進め方に困っている自
治体の参考になるように
作成する
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住
民
説
明
会

「適正規模・適正配置方針」検討段階

１年目 ２年目

現在・10年後
20年後の変化
課題の明確化

• 特別支援学級
増加への対応

• 不登校支援
• ﾌﾟｰﾙ、給食

これからの
学校像

適正規模 学習
環境

教職員の
働き方 学校運営

地域と
の関係

適正配置児童生徒数の将来推計

現状と課題の整理
・通学区域・学校配置
・地域の状況
・施設面
・学校と取り巻く現状

アンケート調査等

学校施設面・運営面の課題

＜資料イメージ＞

• 児童生徒数推移・推計

• 通学路・通学距離、

• 地域状況、ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

• 施設の老朽化状況

18

7

酒井根小

酒井根中

19

14

酒井根西小

Ａ

酒井根西小

から1.5km

●最も遠い児童

●主要道路の把握
（道路・橋等）

市境で、かつ、市
街化調整区域内
に立地

●学校配置の課題

酒井根
6-7丁目

隣りの酒井根小
学校区に立地し
ている（学区内に
学校がない）

酒井根東小

●通学距離の課題

●学区の不整合①

●学区の不整合②

意見聴取方法例①

見える化

審議会

庁内検討会

＜資料イメージ＞
• 文章だけでなく、イラスト
や図により分かりやすく
「新しい学校」を伝える

学校再編以前に、特別支援のあり方など
も話題に。今後の進め方も注目される。

意見聴取方法例②

基本方針 検討（検討委員会）

第１章

適正規模・適正配置
方針の概要
第２章

学校を取り巻く現状
と課題
第３章
これからの学校像
第４章 

基本方針
第５章
推進に向けて

会
議
の
運
営
支
援

市
民
に
対
す
る
意
見
聴
取 文章だけでなく、イラストや図によりわかりや

すく「新しい学校」を伝える

「新しい学校」
の見える化

業
務
の
流
れ

合
意
形
成

基本
方針

＜多様なツール・ルートを活用した意見聴取＞

□ 広報誌

□ ホームページ

□ YouTube（動画配信）

□ WEBアンケート

（広報誌・HP上からQRコードでアク

セス、スマートフォン上から回答）

□ 個別活動団体に出前講座

多様なツールを

活用することに

より、地域住民

や若い世代を含

め幅広い意見を

聴取

＜わかりやすい資料による意見聴取＞

パブコメ

実態課題を把握して
議論する

議会承認

発信

吸い上げる

実態課題
改善方向性

目的
基本方針について、見える化したイラ
スト・図面等も用いて理解・周知する

目的
計画策定に向けて、学校及び取り巻く
現状と課題の共通認識を形成する

「学校再編」検討段階

意見聴取方法例③

⚫実施時期や方法
は相談の上、決
定する

⚫結果を集計・分
析し、報告書に
まとめるだけで
なく再編検討に
も反映

＜資料イメージ＞

• 計画概要版と見える化
した資料により、わかり
やすく、新しい学校像
や校区再編の効果を理
解・周知する

下中小から一番遠い通学路
1.9km 徒歩28分

20人規模

40人規模

通学規模凡例

1.0km

1.2km

1.9km

前羽小

東海道
津波浸水エリアに近い

一部イエローゾーン

前羽小から一番遠い通学路
1.5km 徒歩約22分

事業中

未着手

都市計画道路
整備状況凡例

整備済み

橘中

下中小

橘中から一番遠い通学路
3.3km 徒歩約49分

バス＋徒歩＝約13分
（バス約９分＋徒歩約４分）

３年目 ４年目

第１章
計画策定にあたって
第２章
現状と課題
第３章
基本方針
第４章
学校再編の考え方
第５章
実現のための方策
第６章
推進に向けて
参考資料

素案（学校数） 校区割の検討 校区ごとの再編案

プラン 整備     ｰﾙ 総コスト 効 果

プラン 整備     ｰﾙ 総コスト 効 果

４点セットで
再編案を比較

• フェーズごとに比較
検討を行う

報告書
まとめ

＜オープンハウスによる意見聴取＞＜各地域でワークショップ形式の意見聴取＞

スーパー駐車場、公民館等で検討内容の

紹介、意見募集を実施

□ 参加者との意見交換・共有

□ 論点への意見

□ 会場アンケート

論点を決めて、多様な属性の住民が意見交換を行うこ

とで、深掘りされた意見が引き出せる。

意見聴取方法例④

＜資料イメージ＞ 再 編 案

案
①
：
小
中
一
貫
校
化

（
下
中
小
敷
地
）

案
②
：
小
中
一
貫
校
化

（
橘
中
敷
地
）

統合小学校
橘 中学校

橘中

前羽小

小学校：１２学級
中学校： ５学級

下中小

統合小学校
橘中

前羽小

小学校：１２学級
中学校： ５学級

• 小・中の乗り入れ授業が行いやす
く、子供も教職員も連携しやすい。

• 幼保小中の一貫した連携ができ、
こどものワンストップサービスに
つながる可能性がある。

• 前羽小の地域境の児童は、通学距
離が遠くなる（3.3km・徒歩45分)。

⚫ 橘中学校敷地で小中一貫校化

⚫ 校舎１が築56年のため、１棟建替
え+長寿命化による対応が考えられ
る

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト

• 小・中の乗り入れ授業が行いやす
く、子供も教職員も連携しやすい。

• 橘中から徒歩500ｍのところにタ

ウンセンターこゆるぎがあり、こ
のエリアが地域拠点となる

• 下中小の児童は、通学距離が遠く
なる（3.3km・徒歩48分)。

• 敷地の一部が        のため、対
策が必要な可能性あり

⚫ 下中小学校敷地で小中一貫校化

⚫ 校舎棟が２棟とも築40年程度であ
るため、長寿命化（+増築）または
建替えによる対応が考えられる

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト

タウンセンター
こゆるぎ

• 初回に複数案提示し、住民の意
見を取り入れながら案を絞るこ
とを提示する。

• 出てきた意見をもとに絞り込ん
だ再編案を共有

パブコメ 議会承認

フェーズ０ フェーズⅠ フェーズⅡ

検討委員会（有識者）

新しい学校づくり推進計画につ
いて、全体像を理解・周知する

目的目的
自治体の現状を踏まえた再編案について、良い点・
課題・改善案の周知

だんだん理解度を深めていく必要がある（保護者、児童生徒、地域住民

1 2

合意形成
の目的

姫路市
（中学校区
説明会）

白岡市
（ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ）

小田原市
熊本市苓北町

（ＷＳ）

日立市
（ｵｰﾌﾟﾝﾊｳｽ）

高砂市
（意見交換会）
（市民WS）
（市長WS）等

供用開始後

検討
開始段階

0

⚫分かりやすい資料で
説明することが非常
に重要

⚫ 首長部局
（財政課・
マネジメ
ント課）
より整備
の優先順
位提示の
要請
(予算要求)

⚫ ピーク時
から児童
生徒数が
半減以上

⚫ 小規模校
解消への
住民要望

⚫ 校舎建替
えのタイ
ミング

⚫分かりやすい資料で
説明することが非常
に重要

ソフト面からの
きっかけ

ハード面からの
きっかけ

各段階（フェーズ）に応じた合意形成手法の整理１

【Ｂ】合意形成の進め方 各段階（フェーズ）に応じた合意形成手法の整理

⚫ 方針ができる前に節目節目で情報提供（意見交換） ⚫ 方針と今後
の進め方を
報告

（ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等）

施設の課題や推計の状況を市民に分かりやすく伝える
（通信、YouTube、広報紙、出前講座 等々）

⚫ 市全体の再編の方向性、考え方の浸透（意見交換）

何を目指して、どんな再編をするかを理解してもらう
意見交換で応援者、協力者を見つける
（意見交換会、WS、オープンハウス 等々）

⚫ 再編計画と
今後の進め
方を報告

（ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等）

⚫分かりやすい資料で
説明することが非常
に重要

⚫目指す教育の姿（これから
の学校像）を共有

①段階の合意形成の目的

⚫目指す姿を実現するため
の手法（再編）の理解

②段階の合意形成の目的

⚫各論（再編の組合せ等）に
ついて合意を得る

案②

案①

ベース案

中：６校
小：10校

中：４校
小：７校

中：３校
小：４校

現在

中学校区ベース 自治会区ベース

15

24

小
学
校
１
校

中
学
校
１
校

案③

15

15

18
小
学
校
２
校

中
学
校
１
校

案②

小
中
一
貫
校

１
校

案①

現在 中学校区ベース自治会区ベース

15

24

小
学
校
１
校

中
学
校
１
校

案③

小
中
一
貫
校

１
校

案①

つくばエクスプレス

松戸草加線

中川

大原中

1.8km

1.3km

1.1km

0.7k

m

1.8km 1.8km

2.7km

0.6km 0.5km

1.7k

m

1.7km

1.9km

産業道路

通学距離（遠距離通学）
●首都高速6号

線高架下：歩

道橋により通学。

●新中川橋・

伊勢野交差点

●産業道路

（県道越谷八

潮線）と首都高

速6号線交差

点：歩道橋によ

り通学。

⚫小学校の遠距離通学児童で最も遠

いのは、大曽根小学校と大瀬小学

校で、それぞれ約1.8㎞。

⚫潮止小学校及び大曽根小学校、大瀬小学

校の遠距離通学児童は、首都高やつくばエ

クスプレスを横切る必要がある。
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「学校再編（エリア）」検討段階 実行段階［移行期間］3 4

住
民
説
明
会

市
民
に
対
す
る
意
見
聴
取

問題
課題

留意点

業
務
の
流
れ

合
意
形
成

各小学校区で開催

検討会

• 小中学生の連携は離れ
ていると移動に時間が
かかる

• 新校舎建設中の学びは
どうするのか

• 跡地活用はどのように
考えているのか

再編案について 教育・学習環境について 地域について その他

• いじめのない教育・人格
形成を希望

• 郷土の教育によって子
供たちが故郷を大好き
でいられるように

• 芝生の校庭等、学校独自
の機能の存続

• 使用しない校舎は地域
コミュニティの拠点とし
て活用したい

• 世代間交流を進めたい

• たくさんの人と接して
思考を育んでほしい

• 地域ボランティア

• 現場の先生たちの意見
を十分に反映させてほ
しい

• 各校の想いや意見を聞
き逃さないようにして
ほしい

• スクールバスの運用

複数案の提示

各地域で説明会を実施

検討委員会による複数案の検討から１案の選択へ

市
民
要
求
の
反
映
・
要
望
を
取
り
入
れ
る

案
①

案
②

132,316

100,515

89,860

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

現状 計画案Ⅰ 計画案Ⅱ現状 計画案① 計画案②

（A中）

（C小）

（B小）

（D小）

（A中）

（統合小）

A中
統合小
併設

13.2億円/年

＜統合小+中学＞ ＜小中併設＞

10.0億円/年

ハード
（更新費）

（A中）

（C小）

（B小）

（D小）

県人件費

市人件費

調理員

事務、用務員

支援、ＡＬＴ

（統合小）

（A中）

（統合小）

（A中）

学校と他の
公共施設との
集約化・複合化

さらなる
効果

       
拡充

      
    化

管理運営

管理運営
管理運営

等

スクールバス
（0.4億円）

（3.4億円/年）

（0.5億円/年）

（0.1億円/年）

（6.2億円/年）

（1.7億円/年）

•           化
•地域拠点化
•施設の維持管理

等の切り離し

（維持管理）

管理運営

（0.8億円/年）

給食関連

（0.1億円/年）

新たな学習

9.0億円/年

適正規模・
適正配置に
より削減で
きたコスト
を、新たに
必要となる
コストに充
当（  ｰﾙ   
等）

予算の再配分

現状 案①
統合小
＋

中学校

案②
小中併設

（北校舎棟）

小学生用

運動場

▲

（中校舎棟）

（南校舎棟）

中学校

小学校

地域開放
スペース

低学年用中庭

増築校舎

歩
行
者
動
線

バ
ス
動
線

既存
屋内運動場

既存
給食棟

既存運動場

小中交流ゾーン

スクールバス
待機スペース

（芦原保育園）

運動場をひろげて、
小学生用運動場を確保
（体格差に配慮）

歩車道を分離

増築校舎に地域交流
のスペースを設置

中学校と小学校をつなぐ空間
に小中交流のスペースを設置

小中一貫として学年を超えた
交流が常に行うことができる

N

1/1200

教育センター

児童館

新築屋内運動場

スクールバス
待機スペース

既存
屋外
プール

既存運動場

地域
開放

スペース

低学年用中庭
歩行者動線

バス動線

車動線職員用

駐車場 来客用駐車場

車動線

統合小学校に地域交流の
スペースを設置

歩車道を分離

計画案①【統合小学校、中学校】 計画案②【小中一貫校】

統合小学校

芦原中学校

配置案 プラン 活用イメージ コスト

（北校舎棟）

小学生用

運動場

▲

（中校舎棟）

（南校舎棟）

中学校

小学校

地域開放
スペース

低学年用中庭

増築校舎

歩
行
者
動
線

バ
ス
動
線

既存
屋内運動場

既存
給食棟

既存運動場

小中交流ゾーン

スクールバス
待機スペース

（芦原保育園）

運動場をひろげて、
小学生用運動場を確保
（体格差に配慮）

歩車道を分離

増築校舎に地域交流
のスペースを設置

中学校と小学校をつなぐ空間
に小中交流のスペースを設置

小中一貫として学年を超えた
交流が常に行うことができる

N

1/1200

教育センター

児童館

新築屋内運動場

スクールバス
待機スペース

既存
屋外

プール

既存運動場

地域
開放

スペース

低学年用中庭
歩行者動線

バス動線

車動線職員用

駐車場 来客用駐車場

車動線

統合小学校に地域交流の
スペースを設置

歩車道を分離

計画案①【統合小学校、中学校】 計画案②【小中一貫校】

統合小学校

芦原中学校

統合小・中学校

小中一貫校

（小２）（小1）

（小学生）【小学校】

【共用】

（共用）１階

児童
昇降口

【中学校】

地域開放スペース

✓ 放課後に補習学習や読み聞かせなどを行い、子供たちの学びを
サポート

✓ 専用の出入口を設け平日でも利用可能な空間

既存エントランスを活用した交流スペース

既存校舎をリニューアルするにあたっての対応

✓ 既存校舎１階エントランスを、小学生の交流スペースとライブ
ラリに転用.

✓ 転用にあたって、既存の中学生用階段に両側手摺を設置し、踏
面を滑りにくい素材で仕上げることで、法的基準をクリア.

✓ 既存の内装を生かしながら、小学校らしい明るい雰囲気演出

1階平面図

特別教室は新しい什器を採用し兼用可能に

✓ 家庭科室へ昇降式調理台の導入、理科室等は高さの調節できる
椅子を採用することで、体格差の異なる小学生から中学生まで
が利用できる特別教室に

両側手摺

滑りにくい床材

【EV】

【EV】

【EV】

ユニバーサルデザイン

✓ １階・２階・３階へは既存EVと新設するEV（計
４基）によって移動でき、各棟に回遊できる全フ
ロアバリアフリーを実現. EVカウンターや掲示板
などは誰もが使いやすいユニバーサルデザインに

小学生用のトイレに改修

✓ 小学生の体格に合わせた器具を
設置. トイレ前はベンチ等を配
して憩いのスペースに.

【小学校】

         

多目的室での活動

✓ アクティビティ重視の授業

１階は低学年スペースに

✓ １階は増築エリアを含めて、低学年が活動
できる施設・スペースを集約

低学年の学習環境

オープンスペースのある教室

既存の中庭を活用したテラス

✓ 低学年クラスの前に広がる中庭.中庭の
植栽は既存を再利用

✓ 普通教室前にはオープンスペースを設置
し、様々な学習形態に対応

【EV】

（放課後と休日のみ開放）

ボランティアとの交流
中庭

地域住民
出入口

生徒
昇降口

（共用）

小中交流
ラウンジ

（小4）【小学校】（小３）

共用】

（中学生） （中1）

【中学校】

【小中学校】

２階
体育館

体育館上部
（小6）

【小学校】
（小5）

共用】

【中学校】

（中２） （中３） 3階平面図

学年を超えた交流
（1階・２階）

✓ 交流スペースで学年を超え
たつながりをつくる

小学生と中学生の交流

✓ 小中交流ラウンジでは小中一貫とし
ての学年を超えた交流が常にできる

生徒と教員の交流

✓ いつでも教員に相談でき
るスペース

小中教職員の交流

✓ カリキュラムマネジメント等を話し合
う打合スペースを整備し、職員室で小
中教職員の交流・連携が生まれる

2階平面図

凡例

：普通教室

：特別教室

：管理諸室

：地域開放     

：交流     

：新しい学習    

【EV】

【EV】

【EV】

【EV】

【EV】

【EV】

【EV】

【EV】

３階

【共用】

さまざまな学習形態

         

小学生と中学生の交流
（学びによる交流）

✓ 中学生による読み聞かせを実施

✓ 学習を通して交流を深める

オープンスペースで
自学自習

✓ 休憩や読書、自学自習をな
ど、自由に活用できる空間

ボランティアによる
学習サポート

✓ 放課後に学習室を利用して、
地域ボランティアが子ども
の学習をサポート

特別教室での展開
✓ 中学校の専

科教員によ
る授業も実
施し、中学
校の授業を
体験

小学校高学年・中学生の学習環境

ICTに対応した教室
✓ 教室・学習室は
ICTに対応した
装備を設え、さ
まざまなICTを
活用した学習が
可能

オープンスペースでグループ学習
✓ グループ学習を

オープンスペー
スで行うことで、
学習活動の幅が
広がる

回遊性のある小中一体空間

         

（放課後と休日のみ開放）

２階を拠点にしてさまざまな交流が生まれる
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（単位：億円）

今後10年 今後20年

芦原中
長寿命化

（廃止）

（廃止）

（廃止）

小中併設

（廃止）

小中連携

（廃止）

統合小学校
新設

芦原中学校

芦原中学校 1 屋内運動場 RC 3 3,263 1998 23 A A A A C C - - 83 277,355,000 277,355,000

芦原中学校 2 北校舎 RC 3 2,010 1999 22 A A A A B B A A 94 170,850,000 170,850,000

芦原中学校 3 中校舎 RC 3 2,857 1999 22 A A A A B B A A 94 242,845,000 242,845,000

芦原中学校 4 給食棟 S 1 449 1999 22 A A A A B B - - 93 38,165,000 38,165,000

芦原中学校 5 南校舎 RC 3 3,670 2000 21 A A A A B B A A 94 311,950,000 311,950,000

水明小学校

水明小学校 1 既存校舎 RC 3 4,926 1974 47 C C B C C A B - 55 197,040,000

水明小学校 2 屋内運動場 S 1 836 1976 45 A B B A C C - - 77 33,440,000

3 新設校舎 RC 3 8,000 2026 A A A A A A A A 100 880,000,000 880,000,000 880,000,000

z 4
新設屋内
運動場

RC 3 1,250 2026 A A A A A A A A 100 137,500,000 137,500,000 137,500,000
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（単位：億円）

今後10年 今後20年 今後30年 今後40年

芦原中学校

芦原中学校 1 屋内運動場 RC 3 3,263 1998 23 A A A A C C - - 83 26,104 26,104 277,355 277,355

芦原中学校 2 北校舎 RC 3 2,010 1999 22 A A A A B B A A 94 170,850 170,850

芦原中学校 3 中校舎 RC 3 2,857 1999 22 A A A A B B A A 94 242,845 242,845

芦原中学校 4 給食棟 S 1 449 1999 22 A A A A B B - - 93 38,165 38,165

芦原中学校 5 南校舎 RC 3 3,670 2000 21 A A A A B B A A 94 311,950 311,950

坂の上小学
校

1 低学年棟 RC 1 1,182 1970 51 A A B C C C B - 54 130,020 130,020 130,020

坂の上小学
校

2 南校舎 RC 3 1,422 1971 50 A A B C C C B - 54 156,420 156,420 156,420

坂の上小学
校

3
特別（理科）
教室棟

RC 1 287 1971 50 A A C C C C - - 47 31,570 31,570 31,570

坂の上小学
校

4 昇降口棟 RC 2 686 1971 50 A A C C C C - - 47 75,460 75,460 75,460

坂の上小学
校

5 北校舎 RC 3 1,299 1971 50 A A C C C C B - 49 142,890 142,890 142,890

坂の上小学
校

6 給食棟 RC 1 200 1971 50 B B C C C C - - 44 22,000 22,000 22,000

坂の上小学
校

7
特別（音楽）
教室棟

RC 1 459 1971 50 B A C C C C - - 46 50,490 50,490 50,490

坂の上小学
校

8 屋内運動場 RC 1 852 2009 12 A A A A A A - - 100 68,160

水明小学校

水明小学校 1 北校舎 RC 3 2,253 1974 47 C C B C C A B - 55 247,830 247,830 247,830

水明小学校 2 昇降口棟 RC 1 864 1974 47 B B B B C C - - 65 95,040 95,040 95,040

水明小学校 3 南校舎 RC 2 1,547 1974 47 B C B C C A B - 58 170,170 170,170 170,170

水明小学校 4 給食棟 RC 1 262 1975 46 B B B C C C - - 50 28,820 28,820 28,820

水明小学校 5 屋内運動場 S 1 836 1976 45 A B B A C C - - 77 91,960 91,960 91,960

千曲小学校

1 管理棟 RC 2 990 1981 40 B A B C C A B - 61 84,150 84,150

千曲小学校 2 高学年棟 RC 3 2,223 1981 40 A B A C C A B - 65 188,955 188,955

千曲小学校 3 低学年棟 RC 1 516 1981 40 A A B C C A B - 62 43,860 43,860

千曲小学校 4 屋内運動場 RC 1 734 1981 40 A A A B C A - - 80 62,390 62,390

千曲小学校 5 給食棟 RC 1 503 1982 39 A A A B C C - - 72 42,755 42,755

0

5

10

15

20

20
21
20
22
20
23
20
24
20
25
20
26
20
27
20
28
20
29
20
30
20
31
20
32
20
33
20
34
20
35
20
36
20
37
20
38
20
39
20
40

（単位：億円）

今後10年 今後20年

芦原中学校

芦原中学校 1 屋内運動場 RC 3 3,263 1998 23 A A A A C C - - 83 277,355,000 277,355,000

芦原中学校 2 北校舎 RC 3 2,010 1999 22 A A A A B B A A 94 170,850,000 170,850,000

芦原中学校 3 中校舎 RC 3 2,857 1999 22 A A A A B B A A 94 242,845,000 242,845,000

芦原中学校 4 給食棟 S 1 449 1999 22 A A A A B B - - 93 38,165,000 38,165,000

芦原中学校 5 南校舎 RC 3 3,670 2000 21 A A A A B B A A 94 311,950,000 311,950,000

3
新校舎(増築
棟）

RC 3 5,052 2026 A A A A A A A A 100 555,720,000 555,720,000 555,720,000

4.6km(約1時間)

6.5km(1時間半)

通学状況（一番遠い児童）

通学状況（一番遠い児童）

6.3km(1時間半)

通学状況（一番遠い児童）

：小中近接（小学校を１校に統合、中学校は既存校を活用）

：小中併設（小学校を中学校の敷地内で統合・増築）

２校

１校

延床
面積

約２９，０００㎡

整備
費用

総額 ６７.７億円

学級数
• 20年後、

小学校は全校６学級
中学校は ９学級

延床
面積

約２１，０００㎡

整備
費用

総額 ５７.３億円

学級数
• 20年後、

小学校は１８学級
中学校は ９学級

延床
面積

約１７，０００㎡

整備
費用

総額 ４３.５億円

学級数
• 20年後、

小学校は１８学級
中学校は ９学級

（-8,000㎡）

（-10.4億円）

（最大-12,000㎡）

（-24.2億円）

最も安い

最もコンパクト

現

状

芦原中学校

５棟
12,249㎡

構
造

階
数

面積
㎡

西
暦

築
年

棟名 屋
上

外
壁

外
部
建

内
装
電
気

給
排
水

冷
暖
房

Ｅ
Ｖ

健全
度

基本情報 計 画躯体以外の劣化状況

R3 R12 R22

12 10 9

統合小学校

５棟
5,762㎡
⇒9,250㎡

1812
12
6

18

長寿
命化

長寿
命化

新設

新校舎等
(9,250㎡)

坂の上小学校

千曲小学校

芦原中学校

水明小学校

構
造

階
数

面積
㎡

西
暦

築
年

棟名 屋
上

外
壁

外
部
建

内
装
電
気

給
排
水

冷
暖
房

Ｅ
Ｖ

健全
度

基本情報 計 画躯体以外の劣化状況

R3 R12 R22

長
寿
命
化

12 10 9

12 66

12 11 6

666

校舎
建替え

長寿
命化

５棟
12,249㎡

８棟
6,387㎡

５棟
5,762㎡

５棟
4,966㎡

学級数

４６.９億円
（４.７億円/年）

＜今後の更新費用＞

構
造

階
数

面積
㎡

西
暦

築
年

棟名 屋
上

外
壁

外
部
建

内
装
電
気

給
排
水

冷
暖
房

Ｅ
Ｖ

健全
度

基本情報 計 画躯体以外の劣化状況

R3 R12 R22

小中併設校 12 10 9

6

長寿
命化

増設

新校舎(増築)

(5,052㎡)

芦原中学校

５棟
12,249㎡

統合小学校
１棟5,052㎡

長寿命化

坂の上小
建替え

小学校新設 長寿命化

２０.８億円
（０.５億円/年）

２０年間：６７.７億円
（３.４億円/年）

５１.３億円
（５.１億円/年）

６.０億円
（０.２億円/年）

新校舎
増築

除却

３７.５億円
（３.７億円/年）

６.０億円
（０.２億円/年）

芦原中
長寿命化

＜今後の更新費用＞

＜今後の更新費用＞

中規模修繕

３.４億円/年

３.４億円/年

現状

２.９億円/年

３.４億円/年

現状

２.２億円/年

２０年間：５７.３億円
（２.９億円/年）

（-10.4億円）

２０年間：４３.５億円
（２.２億円/年）

（-24.2億円）

芦原中

芦原中

除却

２校

１校

４校

現状より

現状より

計

画

案

①

計

画

案

②

：小学校３校・中学校１校を、今後も全て維持する４校

1812
12

18

校舎
建替え

長寿

解
体

（廃止）
水明小

現在 20年間

現在 20年間

⚫ 現状４校を維持するよりは、面積・コストともに圧縮できる。

⚫ ３案のなかで、最も面積がコンパクトで、コストも低い。
（屋内運動場・一部教室を中学校と共用するため）
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（単位：億円）

今後10年 今後20年

芦原中
長寿命化

（廃止）

（廃止）

（廃止）

小中併設

（廃止）

小中連携

（廃止）

統合小学校
新設

芦原中学校

芦原中学校 1 屋内運動場 RC 3 3,263 1998 23 A A A A C C - - 83 277,355,000 277,355,000

芦原中学校 2 北校舎 RC 3 2,010 1999 22 A A A A B B A A 94 170,850,000 170,850,000

芦原中学校 3 中校舎 RC 3 2,857 1999 22 A A A A B B A A 94 242,845,000 242,845,000

芦原中学校 4 給食棟 S 1 449 1999 22 A A A A B B - - 93 38,165,000 38,165,000

芦原中学校 5 南校舎 RC 3 3,670 2000 21 A A A A B B A A 94 311,950,000 311,950,000

水明小学校

水明小学校 1 既存校舎 RC 3 4,926 1974 47 C C B C C A B - 55 197,040,000

水明小学校 2 屋内運動場 S 1 836 1976 45 A B B A C C - - 77 33,440,000

3 新設校舎 RC 3 8,000 2026 A A A A A A A A 100 880,000,000 880,000,000 880,000,000

z 4
新設屋内
運動場

RC 3 1,250 2026 A A A A A A A A 100 137,500,000 137,500,000 137,500,000
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（単位：億円）

今後10年 今後20年 今後30年 今後40年

芦原中学校

芦原中学校 1 屋内運動場 RC 3 3,263 1998 23 A A A A C C - - 83 26,104 26,104 277,355 277,355

芦原中学校 2 北校舎 RC 3 2,010 1999 22 A A A A B B A A 94 170,850 170,850

芦原中学校 3 中校舎 RC 3 2,857 1999 22 A A A A B B A A 94 242,845 242,845

芦原中学校 4 給食棟 S 1 449 1999 22 A A A A B B - - 93 38,165 38,165

芦原中学校 5 南校舎 RC 3 3,670 2000 21 A A A A B B A A 94 311,950 311,950

坂の上小学
校

1 低学年棟 RC 1 1,182 1970 51 A A B C C C B - 54 130,020 130,020 130,020

坂の上小学
校

2 南校舎 RC 3 1,422 1971 50 A A B C C C B - 54 156,420 156,420 156,420

坂の上小学
校

3
特別（理科）
教室棟

RC 1 287 1971 50 A A C C C C - - 47 31,570 31,570 31,570

坂の上小学
校

4 昇降口棟 RC 2 686 1971 50 A A C C C C - - 47 75,460 75,460 75,460

坂の上小学
校

5 北校舎 RC 3 1,299 1971 50 A A C C C C B - 49 142,890 142,890 142,890

坂の上小学
校

6 給食棟 RC 1 200 1971 50 B B C C C C - - 44 22,000 22,000 22,000

坂の上小学
校

7
特別（音楽）
教室棟

RC 1 459 1971 50 B A C C C C - - 46 50,490 50,490 50,490

坂の上小学
校

8 屋内運動場 RC 1 852 2009 12 A A A A A A - - 100 68,160

水明小学校

水明小学校 1 北校舎 RC 3 2,253 1974 47 C C B C C A B - 55 247,830 247,830 247,830

水明小学校 2 昇降口棟 RC 1 864 1974 47 B B B B C C - - 65 95,040 95,040 95,040

水明小学校 3 南校舎 RC 2 1,547 1974 47 B C B C C A B - 58 170,170 170,170 170,170

水明小学校 4 給食棟 RC 1 262 1975 46 B B B C C C - - 50 28,820 28,820 28,820

水明小学校 5 屋内運動場 S 1 836 1976 45 A B B A C C - - 77 91,960 91,960 91,960

千曲小学校

1 管理棟 RC 2 990 1981 40 B A B C C A B - 61 84,150 84,150

千曲小学校 2 高学年棟 RC 3 2,223 1981 40 A B A C C A B - 65 188,955 188,955

千曲小学校 3 低学年棟 RC 1 516 1981 40 A A B C C A B - 62 43,860 43,860

千曲小学校 4 屋内運動場 RC 1 734 1981 40 A A A B C A - - 80 62,390 62,390

千曲小学校 5 給食棟 RC 1 503 1982 39 A A A B C C - - 72 42,755 42,755
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（単位：億円）

今後10年 今後20年

芦原中学校

芦原中学校 1 屋内運動場 RC 3 3,263 1998 23 A A A A C C - - 83 277,355,000 277,355,000

芦原中学校 2 北校舎 RC 3 2,010 1999 22 A A A A B B A A 94 170,850,000 170,850,000

芦原中学校 3 中校舎 RC 3 2,857 1999 22 A A A A B B A A 94 242,845,000 242,845,000

芦原中学校 4 給食棟 S 1 449 1999 22 A A A A B B - - 93 38,165,000 38,165,000

芦原中学校 5 南校舎 RC 3 3,670 2000 21 A A A A B B A A 94 311,950,000 311,950,000

3
新校舎(増築
棟）

RC 3 5,052 2026 A A A A A A A A 100 555,720,000 555,720,000 555,720,000

4.6km(約1時間)

6.5km(1時間半)

通学状況（一番遠い児童）

通学状況（一番遠い児童）

6.3km(1時間半)

通学状況（一番遠い児童）

：小中近接（小学校を１校に統合、中学校は既存校を活用）

：小中併設（小学校を中学校の敷地内で統合・増築）

２校

１校

延床
面積

約２９，０００㎡

整備
費用

総額 ６７.７億円

学級数
• 20年後、

小学校は全校６学級
中学校は ９学級

延床
面積

約２１，０００㎡

整備
費用

総額 ５７.３億円

学級数
• 20年後、

小学校は１８学級
中学校は ９学級

延床
面積

約１７，０００㎡

整備
費用

総額 ４３.５億円

学級数
• 20年後、

小学校は１８学級
中学校は ９学級

（-8,000㎡）

（-10.4億円）

（最大-12,000㎡）

（-24.2億円）

最も安い

最もコンパクト

現

状

芦原中学校

５棟
12,249㎡

構
造

階
数

面積
㎡

西
暦

築
年

棟名 屋
上

外
壁

外
部
建

内
装
電
気

給
排
水

冷
暖
房

Ｅ
Ｖ

健全
度

基本情報 計 画躯体以外の劣化状況

R3 R12 R22

12 10 9

統合小学校

５棟
5,762㎡
⇒9,250㎡

1812
12
6

18

長寿
命化

長寿
命化

新設

新校舎等
(9,250㎡)

坂の上小学校

千曲小学校

芦原中学校

水明小学校

構
造

階
数

面積
㎡

西
暦

築
年

棟名 屋
上

外
壁

外
部
建

内
装
電
気

給
排
水

冷
暖
房

Ｅ
Ｖ

健全
度

基本情報 計 画躯体以外の劣化状況

R3 R12 R22

長
寿
命
化

12 10 9

12 66

12 11 6

666

校舎
建替え

長寿
命化

５棟
12,249㎡

８棟
6,387㎡

５棟
5,762㎡

５棟
4,966㎡

学級数

４６.９億円
（４.７億円/年）

＜今後の更新費用＞

構
造

階
数

面積
㎡

西
暦

築
年

棟名 屋
上

外
壁

外
部
建

内
装
電
気

給
排
水

冷
暖
房

Ｅ
Ｖ

健全
度

基本情報 計 画躯体以外の劣化状況

R3 R12 R22

小中併設校 12 10 9

6

長寿
命化

増設

新校舎(増築)

(5,052㎡)

芦原中学校

５棟
12,249㎡

統合小学校
１棟5,052㎡

長寿命化

坂の上小
建替え

小学校新設 長寿命化

２０.８億円
（０.５億円/年）

２０年間：６７.７億円
（３.４億円/年）

５１.３億円
（５.１億円/年）

６.０億円
（０.２億円/年）

新校舎
増築

除却

３７.５億円
（３.７億円/年）

６.０億円
（０.２億円/年）

芦原中
長寿命化

＜今後の更新費用＞

＜今後の更新費用＞

中規模修繕

３.４億円/年

３.４億円/年

現状

２.９億円/年

３.４億円/年

現状

２.２億円/年

２０年間：５７.３億円
（２.９億円/年）

（-10.4億円）

２０年間：４３.５億円
（２.２億円/年）

（-24.2億円）

芦原中

芦原中

除却

２校

１校

４校

現状より

現状より

計

画

案

①

計

画

案

②

：小学校３校・中学校１校を、今後も全て維持する４校

1812
12

18

校舎
建替え

長寿

解
体

（廃止）
水明小

現在 20年間

現在 20年間

⚫ 現状４校を維持するよりは、面積・コストともに圧縮できる。

⚫ ３案のなかで、最も面積がコンパクトで、コストも低い。
（屋内運動場・一部教室を中学校と共用するため）

合意へ

議会承認

選択した案の合意形成（１案への絞り込み）

⚫ 具体的なプラン等を基に活用
イメージを膨らませて、自分
事にしてもらうことが重要

⚫ 属性（保護者/教員/地域等）別
に開催してきめ細かい意見を聴
取するなど工夫が必要

設計者
選定

供用開始後

⚫ 移行期間期間中に学習のあり
方など整理すべきことを具体
化し、統合後のスムーズな学
校運営につなげる

現在の学習のあり方 整備レベル等 新たな学習の確立

○教育目標・グランドデザイン
(各校ごと)

○担任が自身のクラスを担当
する授業

○ＩＣＴ活用の学校差・学級差
○学年学級単位での取り組み、
学区や地域によって異なる
ふるさと学習

○教育目標・グランドデザイ
ン(自校)

○教科担任が担当クラスで授
業を行う

○ＩＣＴ活用は教科の特性に
より異なる

○学年や学級単位で、テーマ
を選択するふるさと学習

教
職
員
の

配
置

学
校
施
設

適
正
規
模

適
正
配
置

学
校
運
営

(

地
域)

教育
DX

１ ２ ３ ４ ５
標準

対応策

教職員
配置

老朽化
対応

ソフト

ハード

複式学級 小規模
標準規模
（最低限）

標準規模学校
規模

スクール
バス等

交通費
補助

対応策

教職員
不足なし

教員不足
(専科教員
不足)

教員不足
(免許外指導)

補助職員
配置

主な
内容

劣化対応
不十分

修繕
（機能回復）

長寿命化
改修

屋上、外壁
補修等

    ﾌ ｰ化     ﾌ ｰ化
新たな機能

建替え
(ZEB化)

対応策

地域開放

      
・  ｰﾙ

普通教室
ICT化

特別教室
ICT化

     
教材

AI型
教材

移行後移行前

複合化+
運営委託

メディア
センター

副担任
（全学級導入）

EV設置
 ｰﾌﾟ   ﾟｰ 
新たな機能

補助職員
配置

副担任
（一部導入）

長寿命化
＋

一部建替え

公共施設
と複合化

全館Wi-Fi
完備

      
       

（余裕教室活用）

学校運営 小中一貫教育

地域開放あり

徒歩+
自転車

地域開放なし

地域交流

部分補修

（遠隔授業の活用）

移行後移行前

小学校 （３校）

中学校 （１校）

○教育目標・グランドデザイ
ン⇒「小中一貫教育推進基

本方針」をもとに４校で統一
○教育ビジョン・学習ルール

⇒「小諸市小中一貫教育
ビジョン」をもとに、専門
部会で統一

○学級担任＋教科担任が担当
する授業及び複数担任制

○小グループでの対話を中心
とした授業

   ※「対話と協働の学び」
○４校のＩＣＴ環境を整え、

小中連携した義務教育学校
全体での取組

○ふるさと学習は、小中９年
間を見通し、発達段階や旧
学区の特色等を考慮した系
統的なカリキュラムの運用

義務教育学校 （１校）

実行段階へ実行計画

基本設計

・条件整理
（再編計画との整合）
（諸室構成・活用）
（性能設定）
（仮設校舎）
（開発行為）

・コストマネジメント
（コスト削減） 等

実施設計

・性能・仕様等確認
（学習環境）
（バリアフリー）
（環境負荷抑制）
（防災）（地域利用）

・コストマネジメント
（設計VE・CD確認・提案）

・工事発注支援 等

工事期間

・施工計画書確認
・施工モニタリング
（工程）
（工事監理状況）
（提出書類）
（学校、周辺の安全管理

    状況）等
・コストマネジメント
（施工VE・CD確認・提案）

等

市民からの

意見整理

内容把握

反映

⚫ 統合後１～３
年はさまざま
な問題がおき
る

⚫ 統合後、地域との
つながりをもちや
すいきっかけも必
要（新校舎見学等）

ヒアリング

統合後
［検証］

5

合
意
形
成

○教育目標やGD、ビジョ
ンやルールの整理
○４校で取り組む「対話
と協働の学び」研修会
〇４校ふるさと学習の現
状について整理・研究

○４校共通の教育目標や
GD、ルール等の決定
○専門部会による「対話
と協働の学び」の研究
○ふるさと学習の共通カ
リキュラムの検討

○４校共通の教育目標や
GD、ルール等の周知
○「対話と協働の学び」
授業公開及び研究会
○９年間貫くふるさと学
習のカリキュラム作成

「学校再編」検討段階

合意形成

小諸市
富田市
（WS）

府中市
（説明動画）

兵庫県多可町
（中学生ｻﾐｯﾄ→動画で発表）

（YouTube説明動画）

相模原市
（廃校事例）

町田市
新発田市

（保護者への説明会）

柏市
（出前講座）

小諸市
蒲郡市
（WS）

府中市
（説明動画）

太田市（小・中学校の研修会）
松坂市（地域説明会110回）

太田市
（小・中学校の

研修会）

松坂市
（地域説明会
110回）

牧之原市
（職員への
ｵｰﾌﾟﾝﾊｳｽ、

小中出前授業）

長崎市
（統合経験PTA、
自治会を招いた

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ）

他の公共施設
との

集約化・複合化
検討

【Ｂ】合意形成の進め方 各段階（フェーズ）に応じた合意形成手法の整理

③段階の合意形成の目的 ④段階の合意形成の目的 ⑤段階

⚫再編後の施設のあり方の
理解・合意

⚫再編後の新しい学校の
教育がどう変わるか

⚫再編の効果
⚫跡地活用

業
務
の
流
れ

検討会

検討委員会による複数案の検討から１案の選択へ

庁内

【１～２年間】 【おおむね５年程度】
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【Ｂ】合意形成の進め方 成果物の分析（例）

第１章 市の現状と課題

１ 児童生徒数と学級数の推移

２ 学校規模によるメリット・デメリット

第２章 適正規模・適正配置の考え方

１ 適正規模の定義

２ 適正配置の定義

３ 適正規模の範囲に近づけるための対応策

第３章 留意事項

１ 学校関係者、保護者、地域との連携

２ 市民への情報提供

３ 小中連携

４ 継続的な見直し

学校規模や通学
だけでなく、学校
給食やコミュニ
ティ・スクール、地
域との関係、跡地
活用などについ
ても触れている

現状の学校について説明し、続けて望ましい学校について説明する流れは同じ。ただし、
平成26年以前は多くの現状説明が児童生徒数・学級数、通学方法などに限られていた
のに対して、平成27年以降は、小中連携・一貫教育や学校給食、コミュニティ・スクールな
ど同時に検討するべきとあげられている事項が増えている。また、27年以降は方針にて

学校教育で目指す姿を示すなど、適正規模・適正配置の目的を教育面におくものが増え
ている。

再編案の前に
学校再編によ
り目指す姿を
示す。

現状を説明し、それを踏まえて今後目指す
学校教育の姿を明らかにする計画が増え
ている。その実現のために行う学校再編と
して、各地の具体的な計画を説明している。

基本構想で整理したコンセプトを基本
計画で具体化。

基本計画では整備する各施設につい
ての数や仕様のほか、整備スケジュー
ル、コストなど内容が詳細化する。

「適正規模・適正配置方針」
学校再編計画
（全体）

1 2 学校再編計画
（エリア）

再編をとおし
て目指す姿を
明らかにする

平成27年11月手引
に基づく方針の構成例

近年、よく見られる方針の
構成例

第１章 基本方針の概要

１ 方針策定の目的
２ 方針の位置づけ
３ 方針期間
４ 検討経過

第２章 学校を取り巻く現状と課題

１ 児童生徒数・学級数
（１）児童生徒数の推移と推計
（２）学級数の推移と推計

２ 学校施設
（１）老朽化状況
（２）４０年間の維持・更新費

３ 学校運営にかかるコスト
４ 通学区域・学校配置
５ 学校施設・運営面での教育課題
（１）連続性のある小中一貫教育
（２）個別最適・協働的な学び、探究的な学びへの対応
（３）給食
（４）プール
（５）不登校児童生徒への支援（サポートルーム）
（６）特別支援教育
（７）部活動の地域展開
（８）学校運営協議会
（９）複合化・共用化

第３章 意見聴取

１ 高砂市新たな学校づくり推進計画策定に向けたアンケート調査
２ みんなで考える高砂市の新たな学校づくり
（１）高砂市の学校の現状とアンケート調査報告会
（２）これからの学校のあり方を考えよう！

第４章 これからの学校像

１ 国の動向（文部科学省）
２ 第４期高砂市教育振興基本計画
３ 高砂市が目指す「これからの学校像」

第５章 ４つの基本方針

１ 多様な教育活動ができる学習集団の規模の確保
（１）適正規模
（２）適正配置

２ 新しい時代の学びに対応した教育環境の整備
（１）一貫教育の推進
（２）新たな学びへの対応

３ 安全・安心、快適に過ごすことができる施設の整備
（１）学校施設の安全性の確保と機能性の向上
（２）児童生徒、教職員が快適に過ごせる学校施設
（３）多様なニーズへの支援

４ 地域とともにある学校の推進
（１）学校・家庭・地域の連携の充実
（２）学校環境の向上に資する学校施設の複合化の検討
（３）避難施設としての防災機能強化

第６章 高砂市新たな学校づくり推進計画の策定に向けて

１ 『高砂市新たな学校づくり推進計画』とは
２ 今後のスケジュール

第１章 市の現状と課題

１ 児童生徒数と学級数の推移

２ 学校施設

３ 学校運営に係るコスト

４ 通学区域・学校配置

５ 学校施設・運営面での教育課題

（特別支援、不登校等）

第２章 これからの学校像

１ 国の動向

２ 市が目指す「これからの学校像」

３ 「これからの学校像」のイメージ

第３章 基本方針

１ 学習集団の規模の確保
（適正規模・適正配置の定義）

２ 新たな学びへの対応

３ 安全・安心な施設の整備

４ 地域とともにある学校

第４章 推進に向けて

１ 今後の進め方

児童生徒数だけでなく、施設面やコスト、さらに
近年課題となっている特別支援等の状況につい
てもまとめている

• 目指す教育の姿（これからの学校像）を打
ち出す

• さらに、分かりやすくイラストなどを用い
て見える化している

基本方針の作り方も、

学校を取り巻く状況の
変化にあわせて変わっ
てきている

3

第１章 計画策定にあたって

１ 計画策定の趣旨

２ 関連計画

３ 計画期間

第２章 現状と課題

１ 児童生徒数・学級数の推移

２ 通学の状況

３ 施設整備の状況

第３章 基本方針

第４章 学校配置案

１ 学校配置の優先順位

２ 全体スケジュール

３ 配置案

４ 再編の進め方

第１章 計画策定にあたって

１ 計画策定の趣旨

２ 関連計画

３ 計画期間

第２章 ○○中学校区の現状と課題

１ 児童生徒数・学級数の推移

２ 通学の状況

３ 学校施設の状況

第３章 学校配置案

１ 複数案の比較

２ 計画案について

案①

案②

案③

３ コスト比較

４ 意見聴取結果

５ 今後の進め方

適正規模・適正配置の基本方針が
学校再編の根本に

②と③をあわせて策定しているところもある。

※整備費用を掲載しているところもあり

再編パターンの比較

対象敷地での
プラン検討
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児童交流会 学校運営協議会

問： 学校の適正規模・適正配置や学校の再編を、
住民や保護者と合意形成するにあたって実施
してきたことを以下の中から選び、その回数
を記入してください。（複数選択可）

１-20

21-40

        41-60

        61-80

        81-100

実施自治体数

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階

基本方針
策定中

基本方針・有
再編計画・無

再編計画
策定中

再編計画
策定済み

実行段階
（開校準備）

実行済み
検証・無

実行済み
検証・有

住民説明会
（全体）

２３ ２６ ３１ ３４ ３０ １７ １０

住民説明会
（地域別）

４５ ４４ ５３ ４８ ５５ ２３ １１

住民説明会
（学校区別）

４８ ５５ ５６ ２２ ８０ ２５ １５

アンケート実施 ８６ ５４ ５０ ３１ ４７ ２７ ２３

ワークショップ ２４ １２ ２１ １５ ２６ ９ ７

他部署との調整 ７２ ６３ ６３ ５８ ７２ ２９ １９

議会との調整 ７６ ６１ ６７ ８２ ７８ ３５ １８

オープンハウス ７ ２ ５ １ ７ ６ ４

パブリックコメント ４５ ２９ ５７ ２４ ２２ ９ ９

３８ ３３ ３０ ２５ ２９ １２ １１

１～２５

２６～５０

５１～７５

７６～１００

１００ 自治体以上

基本方針策定段階で
アンケートを実施する
自治体が特に多い

実行段階になると、取り組
む自治体は全体的に減る
が、学校区別の住民説明会
は変わりなく行われている

① 学校再編検討段階では、さま
ざまな単位で「住民説明会」を
実施する自治体が多い。

②

●基本方針

• 学校運営協議会で子どもたちの教育環境を
ワークショップ形式で熟議

• 就学時健康診断、授業参観日、PTA総会等で
ワークショップ形式の住民説明会

• 個別ミーティング、座談会

• 外部委員・関係者の参加した検討委員会

• 教育委員会に審議会を設置

• HP・保護者と学校をつなぐメール等で発信

• シンポジウム

●学校再編

• 事業進捗のチラシの全戸配布（毎月、広報と
同時に）

• 外部委員・関係者の参加した検討委員会

• 学校の再編に係る小中の教諭による研修会

• 先進事例の視察

• PTA役員連合会等での説明会

• 地域主体の活動（勉強会）に出席して説明

• 未就学児世帯に説明動画の配布

• 統合する学校の児童同士の交流（月１回程度）

●実行段階

• 学校運営協議会（学校の方向性、状況などの
説明と承認）

• 教員と地域の意見交換

• 地域の催し（祭等）への学校の参加（児童の発
表）

• 開校の５年前から設立委員会や保護者説明会、
ワークショップなどを定期的に開催

N=５８３

基本方針・再編計画の策定段
階では、住民説明会・アンケー
ト・パブリックコメントを実施す
るケースが多い

実行段階では、対象の学
校区別の住民説明会が
他の手法より多くなる。

③

その他の
取組み

【Ｂ】合意形成の進め方 各段階ごとに合意形成の在り方が異なる（アンケート結果より）

54321

アンケート分析（案）

■検討段階別合意形成手法の採用実績（延自治体数）
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検討フローにおける段階 合意形成手法 取組概要・特色

適正規模・適正配置方針 シンポジウム
• 将来ビジョン策定段階で、将来推計結果や学校を取り巻く現状説明や、有識者から
他都市の実践例の紹介、会場との意見交換などのシンポジウムを複数開催

学校再編計画（全体） 市民ワークショップ • 再編検討の重要項目の把握や方向性を確認

オープンハウス
• 住民説明会をワークショップ形式で実施し、開校に向けた具体的な取組等の要望や
配慮してほしいところ等を確認

オープンハウス型説明会 • 計画策定前に実施したオープンハウス型説明会が効果的と回答

学校再編計画（学校区別） 住民説明会 • 説明にあたっては、アンケートで聴取した意見を反映した再編の考え方を説明した

市民ワークショップ • ワークショップで出た意見を市民に公表

ワークショップ
• ワークショップで募った、地域の現状と課題、これからの学校のあり方についてのア
イデアを計画策定の参考とした

説明動画の作成
• 説明会に来ることができない市民に向けて動画を作成し、市HPから閲覧できるよ
うにした

地域説明会 • 当初の計画案に寄せられた市民の声を聞き、計画案の変更を行った

地域説明会 • 適切な情報発信により保護者の理解を得て賛成意見を増やした

実行段階 教員とのワークショップ • 統合後を見据えて統合する全校の学習の在り方の見直しを行う

地域説明会・オープンハウス • オープンハウスと説明会を併用した取組

職員にオープンハウス、小中出前授業 • オープンハウスは計画のたたき台作成時から実施

統合後 市民ワークショップ • 統合後の跡地活用をテーマとして開催

先行事例対象一覧（案）４

事例２ ：各検討段階における “合意形成手法” に関する事例（⇒どのような手法が効果的か。特色・課題等の整理）

事例１ ：基本方針策定～実行（開校）までの “進め方” に関する事例（⇒どのようなステップで進めていったか。どの段階で合意形成を行ったか。）

例①：方針策定（H31.3）から再編計画策定、義務教育学校整備（基本計画～設計）まで一貫したながれで学校再編を進めている

例②：
適正規模・
適正配置
方針

学校再編
計画

（学校区別）

統合後
［検証］

1

2

3

4

⑲⑱⑰⑯⑮

5

【Ｂ】合意形成の進め方 先行事例対象一覧（案）
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適正規模

適正配置
方針

学校再編
計画
（全体）

学校再編
計画

（エリア）

統合後
［検証］

●

実行段階
［移行期間］

「事例集」作成イメージ（ ）3 事例２ 各段階で「どんなことをしたか」の事例

各段階で「どんなことをしたか」の事例

跡地活用

現状説明

【Ｂ】合意形成の進め方 「事例集」作成イメージ （ ）事例２ 各段階で「どんなことをしたか」の事例

○○○市
○○県

185,750 人 （100％）人口

18,843 人 （110％）14歳未満

106,321 人 （158％）15～64歳

57,357 人 （132％）65歳以上

113.60 ㎢ （100％）面積

71.14 ㎢ （100％）可住地面積

1,635 人/㎢ （100％）人口密度

今後の
将来変化

40年前か
らの変化

児童生徒
数

-20％-56％7,931人小学校数

-21％-55％4,159人中学校数

％％人
義務教育
学校

-22％-55％12,090人合計

小学校
合計

５学級
以下

６～11
学級

12～
18
学級

19～
24
学級

25～
30
学級

31学級
以上

校校校校校校校

中学校
合計

５学級
以下

６～11
学級

12～
18
学級

19～
24
学級

25～
30
学級

31学級
以上

校校校校校校校

義務教
育学校
合計

8学級
以下

9～
17
学級

18～
27
学級

28～
34
学級

35学級
以上

校校校校校校

■ 基礎情報

■ 学校規模別・学校数

■ 児童生徒数

■ 適正規模・適正配置検討段階

適正規模・適正配置方針

学校再編計画（全体）

学校再編計画（エリア）

実行段階

開校済み

策定中 策定済み

策定中 策定済み

開校準備段階

開校後５年未満 ５年以上

策定中 策定済み

ワークショップ● ＡＡ地域の「新しい学校づくり」を考えるワークショップ

【背景】

• 「新しい学校づくり推進基本計画」において、学校配
置に係る地域との合意形成プロセスの手法等を提示す
るにあたり、より実効性の高いプロセスとするため、
モデル地域を選定し、学校・地域関係者等による検討
組織を設け、学校配置案等の検討（意見交換・ワーク
ショップ）を行い、プロセスの検証・見直しを経て、
「新しい学校づくり推進基本計画」に反映します。

【目的】

• 市では、「新しい学校づくり」の取組を進めており、現
在は地域の学校配置の将来像を考える「新しい学校づく
り推進基本計画」の検討・策定を行っています。

• 検討の一環として、ＡＡ地区をモデル地域として、学
校・地域の現状と課題を踏まえ、地域の「新しい学校づ
くり」を考えるワークショップを実施しました。

【事務局】

自治会連合会・地域関係者：１１人
小・中学校ＰＴＡ：５人
小・中学校校長：６人
一般公募市民：２人

【ファシリテーター】

教育部：１３人
地域政策課：２人
防災対策課：１人

【参加メンバー】

成 果 課 題

• 参加者の属性によって前提知識が異なるため同じ説明では理解しにくいところがある
• 開催日程や時間帯の設定に注意が必要
• 実際に学校を利用する子供や、その保護者の意見聴取が必要
• 各回ごとにゴール設定する必要がある
• 複数の論点を検討すると意見が分散し、時間内に終わらず、内容も深まらない

• 地域住民が再編検討で重視する項目が把握できた

• 複数の再編案を提示してメリット・デメリットを発言
してもらうと、再編の方向性が見えてくる。

第１回
現状・課題とその解決策の共有

第２回
学校と地域の関係を考えよう

第４回
子供たちにとって望ましい「新しい学校」を

考えよう

• アイスブレイク
• 新しい学校づくり推進事業全体の説明
• 地域・学校の現状と課題（将来推計、

学区、通学路等）について説明、意見
交換

• 地域の学校配置（複数）や「新しい学
校」のイメージを事務局から提示、気
づいたことや問題点等について、グ
ループ単位で意見交換

第３回
新しい学校の通学環境について考えよう

■ 参加メンバー

■ 検討プロセス

• 今後のワークショップの進め方
• 防災/防犯に関して、自治会が担って

いる役割（対談形式）
• 防災/防犯に関して、全市的な決ま

り・ルール・仕組みの説明
• 学校と地域のつながりについての意見

交換

• 第１回・第２回のおさらい
• 通学手段等に関する基準、市の補助制

度や他都市の事例紹介
• ケースごとに、「通学距離/通学手段/

通学路/その他」の観点で気になる点
について意見交換

• 第１～３回ので出た意見をケースごと
に整理した模造紙を使い、ケースの意
見で重要と思う意見にシールを貼る

• 自分が一番良いと思うケースに移動し、
シールが貼られた意見について意見交
換

報告会

• 検討結果について、参加者以外の関係
者を対象とした報告会を行う。

建築系大学 教授

大学院生、学生

現状説明 ワーク

ワーク

まとめ

報告会

計24人 計16人１３ １２ ２５

６ ４ １ １１
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実行段階［移行段階］の検討の必要性

○教育目標・グランドデザイン
⇒「小中一貫教育推進基本方針」を   

       もとに、４校で統一

○教育ビジョン・学習ルール
⇒「小中一貫教育ビジョン」を

       もとに、専門部会で統一

○前期・後期教育課程で、小中連携した
柔軟な学習内容及び指導

○学級担任＋教科担任が担当する授業
及び複数担任制

○小グループでの対話を中心とした授業
   ※「対話と協働の学び」

○４校のＩＣＴ環境を整え、小中連携した
   義務教育学校全体での取組

○４校共通の教育目標やGD、ルール等の決定
○ＩＣＴ研修会を基にした各校での研究・実践
○小中乗り入れ、指導内容の入れ替え等検討
○専門部会による「対話と協働の学び」の研究
○ふるさと学習の共通カリキュラムの検討
〇国語教育の充実に向けた研究

○４校共通の教育目標やGD、ルール等の周知
○各校でのＩＣＴ活用実践研究の成果を公開
○小中乗り入れ授業の実践、教育課程の決定
○「対話と協働の学び」授業公開及び研究会
○９年間貫くふるさと学習のカリキュラム作成
〇国語教育の充実に向けた実践

移行期間 （３年間の例）

基本設計 実施設計 工事期間
開 校

・条件整理
（再編計画との整合）
（諸室構成・活用）
（性能設定） （仮設校舎）等

・コストマネジメント
（コスト削減） 等

・性能・仕様等確認
（学習環境） （バリアフリー）
（環境負荷抑制）（防災）（地域利用）

・コストマネジメント
（設計VE・CD確認・提案）

・工事発注支援 等

・施工計画書確認
・施工モニタリング
（工程） （工事監理状況）（提出書類）
（学校、周辺の安全管理状況）等

・コストマネジメント
（施工VE・CD確認・提案） 等

１年目 ２年目 ３年目

実行計画 実行段階へ

（現在の学習の在り方）

小学校 （３校）

中学校 （１校）

（整備レベル等）

教
職
員
の

配
置

学
校
施
設

適
正
規
模

適
正
配
置

学
校
運
営

(

地
域)

教育
DX

１ ２ ３ ４ ５
標準

対応策

教職員
配置

老朽化
対応

ソフト

ハード

複式学級 小規模
標準規模
（最低限）

標準規模学校
規模

スクール
バス等

交通費
補助

対応策

教職員
不足なし

教員不足
(専科教員

不足)

教員不足
(免許外指導)

補助職員
配置

主な
内容

劣化対応
不十分

修繕
（機能回復）

長寿命化
改修

屋上、外壁
補修等

    ﾌ ｰ化     ﾌ ｰ化
新たな機能

建替え
(ZEB化)

対応策

地域開放

      
・  ｰﾙ

普通教室
ICT化

特別教室
ICT化

     
教材

AI型
教材

移行後移行前

複合化+
運営委託

メディア
センター

副担任
（全学級導入）

EV設置
 ｰﾌﾟ   ﾟｰ 
新たな機能

補助職員
配置

副担任
（一部導入）

長寿命化
＋

一部建替え

公共施設
と複合化

全館Wi-Fi
完備

      
       

（余裕教室活用）

学校運営 小中一貫教育

地域開放あり

徒歩+
自転車

地域開放なし

地域交流

部分補修

（遠隔授業の活用）

移行後移行前

（移行後の学習の在り方）

義務教育学校（９年間）

学校教育
実践方針

学校運営

（移行期間中に作成）

○教育目標・グランドデザイン(各校ごと)
○教育ビジョン・学習ルール(各校ごと)
○小学校教育課程に準拠した学習内容
○担任が自身のクラスを担当する授業
○一斉指導を中心に展開する授業
○ＩＣＴ活用は学校差・学級差がある

○教育目標・グランドデザイン(自校)
○教育ビジョン・学習ルール(自校)
○中学校教育課程に準拠した学習内容
○教科担任が担当クラスで授業を行う
○一斉指導を中心に展開する授業
○ＩＣＴ活用は教科の特性により異なる

○教育目標やGD、ビジョンやルールの整理
〇各校の課題を基にしたＩＣＴ活用研修会
○学年内教科担任制等の検討及び実践
○４校で取り組む「対話と協働の学び」研修会
〇４校ふるさと学習の現状について整理・研究
○国語教育の充実に向けた研修会

ハ
ー
ド
（施
設
）

ソ

フ

ト
（学
習
の
在
り
方
）

Ａ市の検討例（小学校３校・中学校１校を義務教育学校１校に再編する）

○教育目標・グランドデザイン(各校ごと)
○教育ビジョン・学習ルール(各校ごと)
○小学校教育課程に準拠した学習内容
○担任が自身のクラスを担当する授業
○一斉指導を中心に展開する授業
○ＩＣＴ活用は学校差・学級差がある
○学年学級単位での取り組み、学区や
地域によって異なるふるさと学習

○教育目標・グランドデザイン(自校)
○教育ビジョン・学習ルール(自校)
○中学校教育課程に準拠した学習内容
○教科担任が担当クラスで授業を行う
○一斉指導を中心に展開する授業
○ＩＣＴ活用は教科の特性により異なる
○学年や学級単位で、テーマを選択する
ふるさと学習

教員とのワークショップ “学習の在り方”と“施設整備”の連動
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③ 学校の適正規模・適正配置に向けた
都道府県と市区町村の連携の調査研究

アンケート
ヒアリング

１ さまざまな
課題

２ 連携の在り方３ 連携による
効果

４

⚫ 連携による効果

⇒ あまり進んで
 いない

⚫ ５つの観点

⚫ 各段階で

① 教育委員会

② 教育委員会内

③ 首長部局と
教育委員会

④ 首長部局と
教育委員会と
都道府県

⑤ 市区町村と
都道府県と国

⚫ 特別支援

⚫  共同購入

⚫  集約化 等
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市区町村と都道府県の連携（複合化・
共用化）を具体の施策へつなげる

③都道府県と市区町村の連携 アンケート結果より

◆ 都道府県と市区町村の連携

✓ 都道府県で30団体（７２％）、市区町村で１４３団体（１７％）
であり、あまり連携は進んでいない

◆ 施設の複合化・共用化

✓ 学校施設で、市区町村１２団体、都道府県９団体、公共施設で、
市区町村１３団体、都道府県３団体と進んでいない。

◆ 都道府県と市区町村の連携・複合化

✓ 連携は「教職員の配置など人事配置にあたり配慮」で、１１９団体が多い

✓ 連携の効果では、「地域との連携が進んだ」、「切れ目の少ない連続的な教育」が多い

✓ 学校施設の複合化・共用化では、グラウンド、体育館が多い

✓ 公共施設との複合化・共用化では、体育施設等のほか、児童福祉施設が５団体ある

連携の内容は？
回答数： 816 42

アンケート設問 市区町村 都道府県 合計
児童生徒等の将来推計の作成について、連携したり、市区町村を支
援

33 6 39

教育ビジョンの作成について、連携したり、市区町村を支援している 28 3 31

適正規模・適正配置の方針や再編計画などの作成の連携・支援 35 6 41

小中学校の再編等に伴う住民等関係者との合意形成を連携して進
めている

14 0 14

都道府県と市区町村の学校施設建物情報を一元化し、複合化・共用
化の検討

8 2 10

適正規模・適正配置に関する都道府県作成のマニュアル等について
情報共有

21 7 28

都道府県が施設整備交付金や補助金ガイドライン整備など、財源の
情報共有

18 1 19

適正規模・適正配置の知見を有する職員の派遣等、人事面で市区町
村を支援

26 2 28

都道府県主催で適正規模・適正配置に関する研修会への参加を呼
び掛け

18 1 19

教職員の配置など人事配置に当たり配慮 95 22 117

ICT機器等の共同調達や施設点検・修繕の共同発注など事務処理
面で連携

48 10 58

教科指導やICT活用等の各種研修会・研究会を市区町村と共同開
催

24 12 36

通級に通う児童生徒や、日本語指導が必要な児童生徒を合同で支
援体制

23 7 30

授業交流や出張授業を連携 50 17 67

学校行事（体育祭、文化祭など）を連携開催 19 13 32

生徒会同士が交流 17 8 25

部活動で共同活動するなど交流 28 8 36

通常学級と特別支援学級、特別支援学校とのインクルーシブ教育 21 2 23

ICT機器や教材の相互利用 3 1 4

小中高の一貫教育に係る接続カリキュラムを連携して開発 12 7 19

中学校卒業後の進路情報を共有 23 7 30

高校説明会・進学相談会を共同開催 9 2 11

生徒指導や教育相談に関する協議等の場を設置 28 9 37

中高生が合同でボランティア活動を実施 12 5 17

学校の適
正規模‧適
正配置の
検討に当
たっての
教育委員
会間の連

携

小規模校
の教育の
充実の観
点からの
都道府県
教育委員
会による

支援

小規模校
の教育の
充実の観
点からの
市区町村
立学校・都
道府県立
学校間の

連携

0 50 100 150

連携の効果は？
回答数： 816 42

アンケート設問 市区町村 都道府県 合計

適正規模・適正配置の方針策定のきっかけになった 31 5 36

周辺自治体との教育面での広域な連携が進むきっかけになった 31 11 42

学校運営管理コストが縮減された 9 3 12

学校運営管理が簡素化され、事務負担が軽減された 15 4 19

小中高の切れ目の少ない連続的な教育が可能になった 40 14 54

不登校・いじめ対策が進んだ 15 4 19

特別支援教育、インクルーシブ教育に対する理解が進んだ 33 5 38

児童生徒間の交流が盛んになり、教育環境が向上した 35 12 47

災害時の避難所対策など防災体制が強化された 15 3 18

地域との連携が進んだ 54 12 66

地域の魅力向上に繋がった 25 8 33

【教育行政
の円滑化・
効率化に
関する効

果】

【教育効果
の改善に
関する効

果】

【地域に
とっての
効果】

0 20 40 60 80

連携内容上位

1. 地域との連携が進んだ（66）
2. 切れ目の少ない連続的な教育（54）
3. 教育環境の向上（47）
4. 広域な連携のきっかけ（４2）

複合化・共用化している学校施設は？

公共施設複合化・共用化上位

1. 体育館等（９）
2. 児童福祉施設（５）
3. 図書館（２）
4. 公民館等（２）
5. 水泳プール（２）

複合化・共用化している公共施設は？

回答数： 816 42
アンケート設問 市区町村 都道府県 合計

校舎 8 8 16

体育館 9 9 18

プール 4 5 9

グラウンド 10 9 19

駐車場 7 6 13

その他 2 2 4

0 5 10 15 20

回答数： 816 42
アンケート設問 市区町村 都道府県 合計

図書館 2 0 2

公民館等 2 0 2

博物館等 0 0 0

水泳プール 2 0 2

体育館等 9 0 9

劇場・音楽堂 0 0 0

文化会館等 1 0 1

その他の文教施設 1 0 1

児童福祉施設 3 2 5

0 5 10

学校複合化・共用化上位

1. グラウンド（１９）
2. 体育館（１８）
3. 校舎（１６）

連携の実態

連携・複合化等を行っていますか？

行っている

143団体

17%

今後行

う予定

である

29団

体…行っていない、

予定はない

644団体

79%

行っている

30団体

72%今後行

う予定

である

1団体

2%

行っていない、予定

はない

11団体

26%

行って

いる

12団

体

1%

今後行

う予定

である

5団体

1%

行っていない、

予定はない

799団体

98%

行って

いる

9団体

22%

今後行

う予定

である

1団体

2%

行っていない、

予定はない

32団体

76%

行って

いる

3団体

7%

今後行

う予定

である

1団体

2%

行っていな

い、予定はな

い

38団体…

行って

いる

13団

体

2%

今後行

う予定

である

3団体

0%

行っていない、

予定はない

800団体

98%

連携

学校施設複合化・共用化

公共施設複合化・共用化

市区町村 都道府県

複合化は進んでいない

連携内容上位

1. 教職員の配置など（１１７）
2. 授業交流・出張授業（６７）
3. ICT機器の共同調達など（５８）
4. 適正規模・適正配置の方針等の作成（４１）
5. 将来推計の作成（３９）

連携は進んでいない
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都道府県と市区町村の連携事例

③都道府県と市区町村の連携 都道府県と市区町村の連携事例

連携内容のその他の回答（市区町村）

教職員の加配
• 適正化後の学校における教職員の配置について連携を行っている。
• 統合時の加配教員の配置
• 小学校専科非常勤講師を市内の小学校５校に配置してもらっている。
• 複式学級の教育活動充実のため、非常勤講師１名を加配してもらっている。
• 教職員について、県の制度を活用し、再編前年度における単式学級編成のための

加配、再編年度の加配、再編次年度以降の講師措置を受けるとともに、その他人事
に関し連携を図っている。

技術的支援
• 教職員の配置や校舎同じ増改築に係る計画について相談している
• 小中学校の一貫教育の充実に係る施設の一体化について、都道府県教育委員会か

ら技術的な助言をいただいた。

適正規模・適正配置への参画（市区町村側）
• 義務教育学校開校準備検討委員会において、必要時にオブザーバーとして都道府

県職員が参画する。

適正規模・適正配置への参画（都道府県側）
• 公立高等学校配置計画地域検討協議会に参加している

情報提供
• 小規模特認校制度を検討するにあたって、実績のある市町村についての情報提供

を受けた。
• 小中一貫教育による魅力化に関する、優れた取組についての情報提供

高校との提携
• 域内の県立高校と提携を結び、学校教育課題の解決と地域連携を行っている。
• 再編登校した中学校と市内にある都道府県立高等学校と連携型一貫教育校を設

置した。
• 小中高一貫教育、連携型一貫教育に取り組んでいる。

スクールバス
• スクールバス運行に係る補助を受けている。

Ｑ．都道府県とどのような連携をしていますか？（市区町村回答：８１７）

Ｑ．都道府県と連携の結果どのような効果がありましたか？（市区町村回答：８１７）

連携効果のその他の回答（市区町村）

教育行政の円滑化・効率化に関する効果
• 本町には高校がないが、近隣高校の維持に役立っている。  
• 教員加配により学力・生活習慣の定着や、専門教諭による指導・研修の質が向上  
• 複式学級の指導力向上や通級指導教室に必要な人員を配置してもらった  
• 学校再編計画策定にあたり、効果的な助言を受けた。  
• 県からの人事支援により、事務負担が軽減された。  
• 学校の将来推計に基づき整備計画を策定できた。  
• 建築専門職が不在のため、県の一級建築士に審議委員を依頼し、専門助言を受け

て計画策定を進めた。  
• 県建築士の助言により、庁内や市民の理解が進み、実効性のある計画を作成  
• 基本計画策定前に建築士から助言を受け、課題の明確化と庁内理解を得られた。  
• 学校統廃合後のカリキュラム作成が円滑に行われた。  
• 研修会での情報共有を契機に、他自治体と継続的な相談が可能となった。  
• 小中高連携により進路指導や教育連携が実現した。  
• 端末の共同調達により事務負担が軽減された。  
• 国や県の手引きを参考に、地域の実情も踏まえて統合検討を進めている。  
• 特別支援学校の新設により、長時間通学や施設狭隘の課題が解消される
教育効果の改善に関する効果
• 中学生の主な進学先である近隣高校の維持に寄与している。  
• 教員加配や人事交流により、個別対応が充実し児童の不安解消につながった。  
• 多様な考えや集団活動の機会が増え、教育の質が向上した。  
• 複式学級での指導が充実し、児童の成長に貢献した。  
• ESD（持続可能な開発のための教育）が充実した。  
• 町教委と県教委の連携により、質の高い研修が実施された。  
• 探究学習を通じて地域の多様な関係者との協働的な学びが促進された。  
• 小規模校の統合により、多様な視点を持つ機会が増えた。  
• 教科免許所有者による専門性の高い教育が実施されている。  
• 複式解消により、学年に応じた適切な指導が可能となっている。  
地域にとっての効果
•  . 【小中学校】新校舎には防災機能が備えられ、地域住民も参加する避難訓練によ

り防災意識が向上した。  
• 2. 共同調達により、自治体規模に関係なく全市町村で同水準のICT教育環境を

整備できた。 

自治体規模 回答数 町村 ５万人未満
５～１０万

人
１０万～２

０万人
２０万～３

０万人
30万人以

上
中核市 政令市

児童生徒等の将来推計の作成について、連携したり、市区
町村を支援

28 21 1 3 1 0 1 1 0

教育ビジョンの作成について、連携したり、市区町村を支
援している

25 19 4 1 0 0 0 0 1

適正規模・適正配置の方針や再編計画などの作成の連携・
支援

33 22 7 4 0 0 0 0 0

小中学校の再編等に伴う住民等関係者との合意形成を連携
して進めている

14 9 4 0 1 0 0 0 0

都道府県と市区町村の学校施設建物情報を一元化し、複合
化・共用化の検討

8 5 1 0 1 0 1 0 0

適正規模・適正配置に関する都道府県作成のマニュアル等
について情報共有

21 10 4 6 0 0 0 1 0

都道府県が施設整備交付金や補助金ガイドライン整備な
ど、財源の情報共有

18 10 2 3 1 0 1 0 1

適正規模・適正配置の知見を有する職員の派遣等、人事面
で市区町村を支援

23 14 2 5 1 0 0 1 0

都道府県主催で適正規模・適正配置に関する研修会への参
加を呼び掛け

13 6 2 2 0 0 0 2 1

教職員の配置など人事配置に当たり配慮 95 51 21 12 7 0 1 3 0

ICT機器等の共同調達や施設点検・修繕の共同発注など事
務処理面で連携

48 37 7 2 1 0 1 0 0

教科指導やICT活用等の各種研修会・研究会を市区町村と
共同開催

22 14 4 3 0 0 0 1 0

通級に通う児童生徒や、日本語指導が必要な児童生徒を合
同で支援体制

23 13 4 3 3 0 0 0 0

授業交流や出張授業を連携 50 26 9 11 4 0 0 0 0

学校行事（体育祭、文化祭など）を連携開催 19 11 4 4 0 0 0 0 0

生徒会同士が交流 17 9 6 1 1 0 0 0 0

部活動で共同活動するなど交流 28 14 8 6 0 0 0 0 0

通常学級と特別支援学級、特別支援学校とのインクルーシ
ブ教育

21 12 5 3 1 0 0 0 0

ICT機器や教材の相互利用 3 2 1 0 0 0 0 0 0

小中高の一貫教育に係る接続カリキュラムを連携して開発 12 7 2 1 2 0 0 0 0

中学校卒業後の進路情報を共有 23 17 3 2 1 0 0 0 0

高校説明会・進学相談会を共同開催 9 5 1 3 0 0 0 0 0

生徒指導や教育相談に関する協議等の場を設置 28 17 4 5 2 0 0 0 0

中高生が合同でボランティア活動を実施 12 7 2 2 1 0 0 0 0

合計 358 108 82 28 0 5 9 3

学校の
適正規
模‧適
正配置
の検討
に当

たって
の教育
委員会
間の連

携

小規模校
の教育の
充実の観
点からの
都道府県
教育委員
会による

支援

小規模
校の教
育の充
実の観
点から
の市区
町村立
学校・
都道府
県立学
校間の
連携

0 50 100

人口規模 回答数 町村 ５万人未満
５～１０万

人
１０万～２

０万人
２０万～３

０万人
30万人以

上
中核市 政令市

適正規模・適正配置の方針策定のきっかけになった 31 17 7 3 3 0 1 0 0

周辺自治体との教育面での広域な連携が進むきっかけに
なった 31 26 1 2 2 0 0 0 0

学校運営管理コストが縮減された 9 6 1 1 0 0 0 1 0

学校運営管理が簡素化され、事務負担が軽減された 15 9 2 2 2 0 0 0 0

小中高の切れ目の少ない連続的な教育が可能になった 40 25 7 2 4 0 1 1 0

不登校・いじめ対策が進んだ 15 10 1 3 0 0 1 0 0

特別支援教育、インクルーシブ教育に対する理解が進んだ 33 23 4 3 2 0 1 0 0

児童生徒間の交流が盛んになり、教育環境が向上した 35 16 6 8 3 0 1 1 0

災害時の避難所対策など防災体制が強化された 15 11 2 0 2 0 0 0 0

地域との連携が進んだ 54 36 7 7 2 0 1 1 0

地域の魅力向上に繋がった 25 17 3 2 2 0 1 0 0

合計 196 41 33 22 0 7 4 0

【地域に
とっての
効果】

【教育行
政の円
滑化・効
率化に
関する
効果】

【教育効
果の改
善に関
する効

果】

0 20 40 60
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複合化・共用化の事例

③都道府県と市区町村の連携 複合化・共用化の事例

都道府県立公共施設と市区町村立学校
都道府県 市区町村 市区町村立学校 働きかけ 効果 課題

Ａ ａ
市立中学校

（分教室）

都道府県

から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・保育施設・子どもセンターとの一体化による子育て支

援の充実

なし

Ｂ ｂ

町立小学

校、町立中

学校

市区町村

から

・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化

・複合施設を新たなシンボルとした地域魅力の向上

・使用責任と管理の

問題

Ｃ ｃ

町立小学

校、町立中

学校

双方から ・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・申請書類作成事務

の煩雑さ

・利用場所重複時の

調整

Ｄ ｄ

区立小学

校、区立中

学校

市区町村

から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・保育施設・子どもセンターとの一体化による子育て支

援の充実

・施設利用者領域と

児童生徒領域に対

応したセキュリティ

確保

・施設利用者領域と

児童生徒領域に対

応した出入口整備

Ｅ ｅ

町立小学

校、町立中

学校

市区町村

から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・地域住民との交流による交流学習の促進

・防災教育・訓練の充実

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・世代間交流による子ども・高齢者支援

・保育施設・子どもセンターとの一体化による子育て支

援の充実

・異なる学齢間の連携強化による一貫教育環境の整備

・セキュリティ対策

Ｆ ｆ1 町立小学校
市区町村

から
・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化 ・利用者の調整

Ｆ ｆ2 村立小学校
市区町村

から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・水泳プールの一般

利用時間と学校授

業時間の調整

・水泳プールまでの

児童輸送手段

・利用料金の算定と

支出方法

Ｆ ｆ3

町立中学

校、組合立

中学校

市区町村

から
・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化 ・利用者の調整

G ｇ

市立小学

校、市立中

学校

市区町村

から
　 なし

H ｈ

市立小学

校、市立中

学校

双方から
・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化
なし

I ｉ

市立小学

校、市立中

学校

双方から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化

・複合災害対応に向けた避難所機能の強化

・施設予約の管理

J ｊ 町立中学校
市区町村

から
・建設・施設運営コストの削減と効率化 なし

Ａ －

町立小学校

（分校）、町

立中学校

（分校）

都道府県

から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・施設集約化・土地利用最適化による環境負荷の低減

・物品購入における

予算の問題

Ｂ －
市立中学

校、市立小

学校

都道府県

から
・児童自立支援施設への学校教育導入 なし

Ｃ －
市立中学

校、市立小

学校

双方から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・空き教室活用による公共財産の有効活用

・長期入院児童への学習支援

なし

水泳プール、体育館等

その他の文教施設、児童福祉施

設（放課後児童クラブ、保育所、

児童館等）

体育館等

水泳プール

体育館等

体育館等

都道府県立施設

児童福祉法に定める児童自立

支援施設

公民館等、体育館等

図書館、公民館等、体育館等、

文化会館等

図書館、児童福祉施設（放課後

児童クラブ、保育所、児童館

等）、その他の社会福祉施設

体育館等

児童福祉施設（放課後児童クラ

ブ、保育所、児童館等）

障害者支援施設等

児童福祉施設（放課後児童クラ

ブ、保育所、児童館等）、その他

体育館等、児童福祉施設（放課

後児童クラブ、保育所、児童館

等）

：自立、障害者支援系 ：児童福祉施設

：体育館等 ：公民館、図書館等

都道府県立学校と市区町村立学校
都道府県 市区町村 市区町村立学校 都道府県立学校 施設 働きかけ 効果 課題

Ａ ａ1 市立小学校

県立特別支

援学校（分

校）

校舎、体育館、プー

ル、グラウンド、駐車

場

都道府県

から

・インクルーシブ教育の充実

・交流学習の促進

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・空き教室活用による公共財産の有効活用

なし

Ａ ａ2 市立小学校
県立養護学

校（分校）

校舎、体育館、プー

ル、グラウンド、駐車

場

双方から

・インクルーシブ教育の充実

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・空き教室活用による公共財産の有効活用

・保健室等の配置検

討

・共用部分（昇降

口・体育館・プール

等）の使用時間調整

Ｂ ｂ 市立中学校
県立養護学

校（分校）

グラウンド、その他

野球場，サッカー場

市区町村

から
・建設・施設運営コストの削減と効率化 なし

Ｃ ｃ 市立小学校
県立特別支

援学校

校舎、体育館、グラ

ウンド

市区町村

から

・インクルーシブ教育の充実

・交流学習の促進

・空き教室活用による公共財産の有効活用

なし

Ｄ ｄ 市立中学校
県立高等学

校（分校）

校舎、体育館、プー

ル、グラウンド、駐車

場

市区町村

から

・異なる学齢間の連携強化による一貫教育環境の整備

・建設・施設運営コストの削減と効率化
なし

Ｅ ｅ

市立小学

校、市立中

学校

県立高等学

校

校舎、体育館、グラ

ウンド、駐車場

都道府県

から
・異なる学齢間の連携強化による一貫教育環境の整備

・学校間調整の必要

性

Ｆ ｆ 市立小学校
県立高等学

校（分校）
グラウンド

都道府県

から
・建設・施設運営コストの削減と効率化 なし

Ｇ ｇ
市立高等学

校

県立高等学

校

校舎、体育館、グラ

ウンド、駐車場
双方から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・空き教室活用による公共財産の有効活用

なし

Ｈ ｈ 市立小学校

県立特別支

援学校（分

校）

校舎、体育館、グラ

ウンド、駐車場

市区町村

から

・インクルーシブ教育の充実

・空き教室活用による公共財産の有効活用

・使用範囲の調整

・使用ルールの調整

Ｉ ｉ

市立小学

校、市立中

学校

県立中等教

育学校
体育館

市区町村

から
・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上 なし

J －
市立小学

校、市立中

学校

県立高等学

校

校舎、体育館、グラ

ウンド、駐車場、その

他外部トイレ

市区町村

から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・異なる学齢間の連携強化による一貫教育環境の整備

・地域住民との交流による交流学習の促進

・文化・スポーツ活動による地域コミュニティの活性化

・複合施設を新たなシンボルとした地域魅力の向上

・防災教育・訓練の充実

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・施設集約化による環境負荷の低減

・小中高連携行事の実施（中高一貫校との違いを含む）

なし

K －
市町立小学

校、市町立

中学校

県立養護学

校

校舎、体育館、プー

ル、グラウンド、駐車

場

双方から
・インクルーシブ教育の充実

・空き教室活用による公共財産の有効活用

・市町村教育委員会

との留意点に関す

る調整

・市町村教育委員会

との予算面に関す

る調整

L － 市立中学校
県立高等学

校

校舎、体育館、プー

ル、グラウンド、その

他駐輪場・プール付

属舎・渡り廊下

双方から

・異なる学齢間の連携強化による一貫教育環境の整備

・複合災害対応に向けた避難所機能の強化

・建設・施設運営コストの削減と効率化

なし

M － 市立小学校

県立特別支

援学校（分

校）

校舎、体育館、プー

ル、グラウンド、駐車

場

都道府県

から

・建設・施設運営コストの削減と効率化

・空き教室活用による公共財産の有効活用

・県と市町の費用負

担割合の決定方法

N － 市立中学校

県立特別支

援学校（分

校）

校舎、体育館、グラ

ウンド、駐車場
双方から

・施設高機能化・多機能化による教育環境の向上

・インクルーシブ教育の充実

・交流学習の促進

・空き教室活用による公共財産の有効活用

・工事期間中の生徒

動線の確保

・停電期間中の調整

・特別支援学校との

複合化に伴うバリ

アフリー化箇所の

検討

※重複があるものは市町村からの回答を優先した。 ：特別支援 ：小学校分校

：中高連携 ：小中高 ：高校同士
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人員・
体制 計画策定・

合意形成

適正規模
の設定

通学手段
の見直し

適正規模
適正配置

人員・
体制

望ましい
学習の
あり方

管理・
運営面の
見直し

複合化・
集約化

学校運営
(地域連携)

ＩＣＴ
ＤＸ化

教職員の
配置

教師不足
教員の
働き方
改革

教員以外
の職員

特別支
援・不登
校対応

学校施設
の維持向上

老朽化
対応

予算化・
財政協議

新たな
課題

事業段階

項目 課題

教師不足 ⚫ 複式学級で自習時間が増加 
⚫ 専科教員不足による負担増 
⚫ 教員志望者減少と競争率低下による質の低下
⚫ 少人数指導等への対応

教員の働き
方改革

⚫ 教職員のスキルアップ 
⚫ 部活動の地域移行と教職員の関わり 
⚫ 教員の担当範囲拡大（小学生を中学校教員が担当

など） 
⚫ 代用教員の補充（育休・入院対応）

教員以外の
職員

⚫ 給食の調達方法（調理員・調理ボランティア） 
⚫ 有事の対応（校医・警察・消防・救急など）
⚫ 学校補助員・ボランティア

特別支援・不
登校対応

⚫ 要支援の児童生徒の増加  （外国ルーツ・不登校な
ど）

⚫ 支援員・スペース不足

項目 課題

老朽化対応 ⚫ 問題のある校舎が残存（低圧縮強度など）  
⚫ 施設の老朽化・設備の陳腐化  
⚫ 建替えや改修の優先順位が決められない
⚫ 計画通りに進まない  
⚫ 教育環境の劣化による登校意欲の低下

予算化・財
政協議

⚫ 財政部局との折衝の難しさ  
⚫ ノウハウ・技術者不足  
⚫ 首長部局や他部署施策と連携不足
⚫ 公共施設整備計画との連携不足
⚫ 災害・トラブルによる予算の確保  
⚫ 教育環境の劣化による登校意欲低下  
⚫ 補助金・交付金・助成金などの課題  
⚫ 首長・議員対応やマニフェストとの整合性

新たな課題 ⚫ ZEB化・環境負荷対応・バリアフリー・ICTなど  
⚫ 必要面積の増加（GIGAスクール化による教室面積

拡大）  
⚫ 教室不足・実習室の不足や機能不全  
⚫ 光熱水費の上昇  
⚫ ハザード（津波・土砂・洪水）への対応  
⚫ 執務スペースの改善  
⚫ 給食対応（センター化など）  
⚫ 体育館空調（防災目的）

事業段階 ⚫ 工事費の高騰・入札不調  
⚫ 統合時の仮校舎問題  
⚫ プールの維持・保有（民間活用）  
⚫ 日影規制・用途地域・開発地域の制約  
⚫ 文化財対応（埋蔵物・指定建物）  
⚫ 施工不良への対応

項目 課題

人員・体制 ⚫ 再編検討を十分に行う余裕がない  
⚫ 再編が追い付かず後手に回る  
⚫ 離島・へき地への対応

計画策定・合
意形成

⚫ 合併前市町村・町内会・自治会間の対立  
⚫ 個別施設計画と適正規模・適正配置方針の連携  
⚫ 再編計画時の住民合意形成の課題  
⚫ 新しい試みに対する教員の強い反対意見  
⚫ 再編実施による予算再配分

適正規模の
設定

⚫ 開発計画による人口増減との連動  
⚫ 複式学級化の進行  
⚫ 児童数の予想外の減少・増加

通学区域・手
段の見直し

⚫ 分離進学の発生  
⚫ 通学距離・通学手段（スクールバス）  
⚫ 鉄道・民営バス通学の補助 （借り上げ費、運営費）
⚫ PTA・補助員・ボランティアの来校手段  
⚫ 登下校時の地域による見守り  
⚫ 校外学習時の特別な通学手段・連絡体制（駅集合

など）  
⚫ 自転車通学の許可

項目 課題

人員・体制 ⚫ 学校のことは教育委員会の管轄  
⚫ 街づくりとの連動  
⚫ 学校にかかるコストの使い方  
⚫ 公共マネジメントと教育の在り方の視点の相違

望ましい学習
のあり方

⚫ 郷土教育・キャリア教育・学校独自の活動（朝読書
など）  

⚫ 実技教科（体育における体格差の問題）  
⚫ 体験の画一化（部活動選択不可・総合的な学習の

時間など）  
⚫ 統合後のカリキュラム・学校行事の統一  
⚫ 体験活動の充実
⚫ 小中一貫教育・義務教育学校

管理・運営面
の見直し

⚫ 学校・家庭・地域が組織的・継続的に連携・協働で
きる体制の構築  

⚫ 民間施設との兼ね合い（プール・スポーツクラブ
など）  

⚫ 民間委託の課題（なり手不足・信頼性・委託料や
人件費の上昇）  

⚫ 私学との競合

複合化・集約
化

⚫ セキュリティ  
⚫ 地域コミュニティ・地域防災（生涯学習）  
⚫ 相談機能の集約化・放課後の子供の居場所

さまざまな課題がある

③都道府県と市区町村の連携 学校に関する課題（ ５つの観点）

小規模な自治体単独では
解決が難しい

項目 課題

ICT・DX化 ⚫ 端末更新費用（補助金がないと財源不足）
⚫ 端末の故障・破損対応の負担（現場対応が煩雑
⚫ 学校LANの老朽化・陳腐化、スペック不足
⚫ 校務系DXと教育系DXの分離
⚫ 学校DXと自治体DXの分断
⚫ ICT支援員の不足、スキル不足
⚫ 教員の負担増加（研修時間の確保）
⚫ 端末活用が教科・学校でばらつき
⚫ 学習教材（デジタル教材）の不足
⚫ 紙・押印が残存し、電子化が進まない
⚫ 標準仕様（文科省標準）への移行にコスト
⚫ 情報セキュリティポリシーが古い
⚫ 個人情報・健康情報の扱いが曖昧
⚫ インターネット環境の家庭間格差
⚫ 共通仕様・共同調達が進まず非効率
⚫ ベンダー依存が強く、ノウハウが蓄積しない
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様々な課題

１

２

３

４

５

市区町村
教育委員会

（能力・体制等）

（教育委員会内の連携の必要性）

（首長部局と教育委員会との連携）

（都道府県と市区町村との連携）

（国・都道府県・市区町村
との連携）

首長
部局

教育
委員会

首長
部局

教育
委員会

都道
府県

都道
府県

国

（浮いたお金を課題解決に）

学校
教育
部門

施設
部門

学校
教育
部門

施設
部門

学校に係る全体コスト

学校施設に係る
コスト

更新・
改修費施設

面
学校施設維持・
管理事業

維持管理・
光熱水費

学校教材整備・
管理事業 等

学校運営費
管理
運営
面 児童・生徒就学

支援事業 等

教育振興、
教育支援事
業

ICT推進事業
外国語教育推進事業

新たな学習

校長、教頭、教諭、
非常勤、事務、
部活指導 等

県費

教職
員 栄養士、調理師

事務、司書、員
支援員、ALT 等

市費

給食調理業務 等給食関連

99.6 

78.0 

71.0 
77.1 

0

20

40

60

80

100

120

ベース案 ①案 ②案 ③案

（億円/年）

99.6億円/年

コスト削減

78.1億円/年

コスト削減 コスト削減

77.1億円/年

71.0億円/年

ベース案 再編案① 再編案②

18.9
億円/年

26.0
億円/年

20.7
億円/年

再編により新たなコスト
増もあり再分配が必要

（個別施設計画＝施設課）
（適正規模・適正配置＝学務課）

連携して対応
する必要あり

さまざまな観点からの学校に関する課題

教員の
適正配置

適正規模
適正配置

学校運営
（地域）

学校施設
維持向上

ICT
DX

部活動
の地域
移行

特支・
不登校
対応

教職員
の不足

教職員
の負担
軽減

プール・
給食

老朽化

教室
不足

老朽化
の進行

バリアフ
リー化

ZEB
対応

他の公共
施設との
複合化

管理・
運営の
見直し

小中一
貫教育

ｺﾐｭﾆﾃｨ
ｽｸｰﾙ

人口
集積地
の偏り

通学
手段の
見直し

通学
距離の
見直し

小規模校
の解消

適正規模
適正配置

学校運営
(地域連携)

学校施設
の維持向上

ＩＣＴ
ＤＸ化

老朽化

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ
不十分

教室不足
発生

ﾌﾟｰﾙ・給食
老朽化対応

他の公共施設
との複合化

管理運営の
見直し

小中一貫
教育の実施

ｺﾐｭﾆﾃｨ
ｽｸｰﾙ

教職員の
不足

特別支援・
不登校対応

部活動の
地域移行

教職員の
負担軽減

人口集積
が偏って
いる

通学手段
の見直し

（自転車・バス）
（ｽｸｰﾙﾊﾞｽ）

通学距離
の見直し

小規模校
の解消

（公共施設の
６割が学校）

（先生の負担軽減）

教職員の
配置

（ICT機器の調達
（活用方法、設備）

再編検討等を
十分に行うことができない

合意形成がとりづらい

再編計画時の住民合意形成

複合化・集約化

学校の事は教育委員会

工事費の高騰・入札不調

街づくりとの連動

予算段階等

（０～１８歳までの一貫したサポート）

同時期に同じ問題が出てくる
（施設の老朽化）（クラブ活動の地域移行）
（プール） （スクールバス）（不登校）

学校に掛かるコストは国・都道府県・基礎
自治体等のお金が使われている

相談機能の集約化 （総合教育支援センター）
（就学前）（義務教育）（義務教育終了後）

再編の実施による予算の再配分

専科の教員不足・それに伴う負担増

義務教育学校等新しい試みに対して
教員からの反対意見が強い（アンケート等）

学校個別施設計画と適正規模・
適正配置方針との連携

新たな施策との連携（ZEB化・
環境負荷抑制・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ・ICT等）

首長部局と教委でコスト
が連動しない（二重投資等）

１校当たり３億円～５億円/年

コスト削減

コスト削減

施設

管理運営

教職員

給食

（市費）

（県費）

③都道府県と市区町村の連携 連携の必要性

削減されたコストを
課題解決へつなげる

再編で新たに
必要になる
コストが
出てくる

対応案ごとの比較

例）
・スクールバス
・ICT推進事業費

等
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合意形成

「適正規模・適正配置方針」検討段階 「学校再編（市全体）」検討段階
1 2 「学校再編（エリア）」検討段階

3
実行段階［移行期間］

統合後
［検証］

4 5
検討開始段階

0

適正規模
適正配置

学校運営
(地域連携)

学校施設
の維持向上

ＩＣＴ
ＤＸ化

教職員の
配置

５つの観点（課題）

新たな
教育方針

学務教育
部門

（総務課（経理）
学務課、教職員
課、生涯学習課、
特別支援教育課

など）

施設・学習
環境部門
（学校施設課、保
健体育・給食課、
文化財課など）

検討開始のきっかけ

⚫ ピーク時から児童生徒
数が半減以上

⚫ 小規模校解消への住民
要望

「これからの学校像」を具体化 「これからの学校像」を実現するための再編・再配置
優先度の高いエリアの検討、他の公共施設との連携 統合（開校）に向けた準備 再編効果の検証

⚫ 校舎建替えのタイミン
グ

⚫ 適正規模の定義
（１学年あたり）（１学級あたり）

⚫ 特別支援増加への対応（通級指導
含む）

⚫ 小中一貫教育を導入するか
（施設一体？全市一斉？）

⚫ プールの方向性

⚫ 給食の方向性

⚫ 小規模特認校 ⚫ 分校化

⚫ 義務教育学校

⚫ 県立高校との連携

⚫ 適正配置の定義
（通学距離、通学時間、手段）

⚫ 不登校児童生徒増加への対応（学
びの多様化）

⚫ 将来推計から整備の優先順位を明
確化

どのような教育を目指すのか？

少人数だと何が問題なのか？
（誰にとって？どんな面で？）
複式学級だと何が問題なのか？

⚫ 老朽化対応が待ったなし
（トイレ、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ、空調等）

⚫ 新たな学習への対応が不可欠
（個別最適・探究的な学び等）

タブレットの更新、Wi-Fi強化、モニター等

⚫ 他の公共施設も老朽化

⚫ 子どもの放課後の居場所
（キッズプラザ等）

集約化・共用化で地域拠点に
（集会、子育て、プール等）

新たな教育方針によって “再編検討条件” が異なる

⚫ 地域との連携
（地域拠点化）

より具体的に。個別に採用するもの（あれば）。

⚫ 幼・保・こ・小・中 の連携

⚫ 建替え型/長寿命化改修型/
ほとんど手を入れない型
など、整備方式の検討

⚫ これからの学校像と連動した整備
レベル（整備水準）の具体化（ICT/
ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ 等）

コストシミュレーション
（プラン/整備スケジュール/コスト）

⚫ 公共施設再編との連動

⚫ プールの集約化・共用化

⚫ 将来推計から再編統合の優先順位
の明確化

児童生徒数シミュレーション

⚫ 通学距離、通学時間の検証
⇒ 新たな通学手段の検討

スクールバス、公共交通機関
自転車通学 等

⚫ 詳細検討
（補助金、交付金）
（他省庁の補助金活用検討）

⚫ 可変性のある学校
（将来の転用を見込んで）

⚫ 事業費高騰への対応
（段階的整備）
（部分増築等）

⚫ 他の公共施設との複合化・
集約化（動線、維持管理等）

⚫ 他の計画との整合
（立地適正化計画等）

⚫ まちづくりとの連動
（自治会、都市マス等）

⚫ 県立高校再編との連動 ⚫ 小中一貫校/義務教育学校

⚫ 小規模特認校 ⚫ 分校

支所、公民館 等

⚫ 子育てワンストップ
（子どもの居場所、０歳～）

幼保こ、キッズプラザ等

⚫ 通学手段の検討

⚫ 給食（自校/センター）

⚫ 開校後、学校負担増加解消に向けた対応
＜学習の在り方のすり合わせ＞

⚫ 廃校跡地活用の検討
（検討フローの明確化）

・新たなカリキュラム等の準備、学び方のすり合わせ
・地域資源を生かした活用（ふるさと教育）
・学校運営協議会、PTA等の統合

⚫ 技術職員の確保（都道府県との連携）

⚫ 統合加配の活用 ⚫

⚫ 再編後の効果予測

課題がどこまで解消するか

⚫ 統合加配および
統合後のｽｸｰﾙｶｳ
ﾝｾﾗｰ等の配置

牧之原市
（義務教育学校）

島田市
（山間地）

⚫ 方針ができる前に節目節目で情報提供（意見交換） ⚫ 方針と今後
の進め方を
報告

（ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等）

施設の課題や推計の状況を市民に分かりやすく伝える
（通信、YouTube、広報紙、出前講座 等々）

⚫ 市全体の再編の方向性、考え方の浸透（意見交換）

何を目指して、どんな再編をするかを理解してもらう
意見交換で応援者、協力者を見つける
（意見交換会、WS、オープンハウス 等々）

⚫ 再編計画と
今後の進め
方を報告

（ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等）

⚫ エリアごとの再編内容の具体化

通学路・通学手段の解消、施設の使い方 など
（意見交換会、WS、オープンハウス 等々）

⚫ 新しい学校がどう変わるか（学校/保護者/地域等）

市区町村が困っていること

• 専門知識の不足
（ハード/ソフト／ハザード等）

• 技術職員の不足／不在

• 補助金活用

• 先行事例、他団体の取組を知らない
（統廃合）（複合化）
（プール）
（学びの多様化学校）

• 都道府県でどのような支援を行って
いるかわからない

2025.10.8

⚫分かりやすい資料で
説明することが非常
に重要

③都道府県と市区町村の連携 各フェーズで対応すべきこと・検討課題の整理（案）

⚫ 複式学級化の進行

⚫ 専科教員の不足

ノウハウ・技術者・費用不足

⚫ 離島・へき地の対応

⚫ 周辺自治体との連携

⚫ 水泳授業のありかた

⚫ 食育の方針

首長部局 ⚫ まちづくり、各種規制への対応

⚫ ハザード（津波・土砂災害等）への対
応

⚫ 首長部局（財政課・マネ
ジメント課）より整備の
優先順位提示の要請＜
予算要求＞

⚫ 施設維持費の増加

⚫ 公共施設再編⚫ 公共施設再編

⚫ インクルーシブ

案②

案①

ベース案

中：６校
小：10校

中：４校
小：７校

中：３校
小：４校

現在

中学校区ベース 自治会区ベース

15

24

小
学
校
１
校

中
学
校
１
校

案③

15

15

18
小
学
校
２
校

中
学
校
１
校

案②

小
中
一
貫
校

１
校

案①

現在 中学校区ベース自治会区ベース

#  人口30万人規模の市教育委員会事務局の標準的な構成と所掌## 

1. 総務・企画系- **総務課**  -
教育委員会会議の運営、公印・文書管理  - 予算・決算、職員の人事・給与・福利厚生  

- 他課との調整、広報・広聴、訴訟対応- **企画調整課／教育政策課**  - 教育振興基
本計画の策定・進捗管理  - 教育施策の企画・調査・統計  - 教育行政全般の総合調整
---##

1. 2. 学校教育系- **学事課／学務課**  -
児童生徒の就学、学区設定、学級編制  - 就学援助、育英資金、通学区域の管理  - 教
科書の無償給付、修学旅行助成- **教育指導課**  - 教科書採択、教育課程・教材・学
校行事  - 学習指導・生活指導、教育研究の推進  - ICT教育や教育情報化の推進-
**体育係**  - 学校体育の指導、部活動方針、体力向上施策  - スポーツ大会企画、運
動部活動支援- **保健体育係／学校保健係**  - 学校保健計画、健康診断、予防接種
連携  - 感染症対策、心身の健康教育  - 学校医・学校歯科医・学校薬剤師との調整-
**学校給食課／給食係**  - 学校給食センターの運営、献立作成、栄養士配置  - 食
育推進、給食費の徴収・会計管理---## 

1. 3. 人事系- **人事課／教職員課**  -
教職員の採用・異動・研修  - 教員の指導力向上施策  - 教育センターの運営---## 

1. 4. 施設・環境系- **学校施設課／施設係**  -
学校施設の新設・改築・維持管理  - 学校用地の管理、施設台帳整備  - 学校給食セン
ターや健康教育関連施設の管理---## 

1. 5. 生涯学習・文化系- **生涯学習課**  -
公民館・図書館・博物館の運営  - 生涯学習事業の企画・実施- **文化財課**  - 文化財の

保存・活用  - 地域文化活動の推進- **スポーツ振興課**  - 市民スポーツ事業の企
画・実施  - 体育館・競技場などスポーツ施設の設置・運営  - スポーツ指導者の育成-
--## 

1. 6. 特別支援・教育相談系- **特別支援教育課／教育相談課**  -
特別支援教育の推進  - 医療的ケア児支援、教育相談事業  - 教育相談施設の管理--
-#  まとめ- **総務・企画系** → 教育行政の基盤整備  - **学校教育系** → 就

学・教育課程・体育・保健・給食  - **人事系** → 教職員の人材管理  - **施設系** 
→ 学校環境整備  - **生涯学習・文化系** → 地域教育・文化・スポーツ振興  - **特
別支援系** → 多様な教育ニーズへの対応   人口30万人規模の市では、これらの

課を組み合わせて教育行政を総合的に推進するのが標準的な形です。
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合意形成

静岡県
市町の
検討段階

「適正規模・適正配置方針」検討段階 「学校再編（市全体）」検討段階
1 2

「学校再編（エリア）」検討段階
3

実行段階［移行期間］
統合後
［検証］

4 5検討開始段階
0

適正規模
適正配置

学校運営
(地域連携)

学校施設
の維持向上

ＩＣＴ
ＤＸ化

教職員の
配置

５つの観点（課題）

新たな
教育方針

ソフト

ハード
⚫ 首長部局（財政課・
マネジメント課）よ
り整備の優先順位
提示の要請＜予算
要求＞

検討開始のきっかけ

⚫ ピーク時から児童
生徒数が半減以上

⚫ 小規模校解消への
住民要望

「これからの学校像」を具体化 「これからの学校像」を実現するための再編・再配置 優先度の高いエリアの検討、他の公共施設との連携 統合（開校）に向けた準備 再編効果の検証

⚫ 校舎建替えのタイミ
ング

⚫ 適正規模の定義
（１学年あたり）（１学級あたり）

⚫ 特別支援増加への対応（通級
指導含む）

⚫ 小中一貫教育を導入するか
（施設一体？全市一斉？）

⚫ プールの方向性

⚫ 給食の方向性

⚫ 小規模特認校

⚫ 分校化

⚫

⚫

⚫ 義務教育学校

⚫ 県立高校との連携

⚫ 適正配置の定義
（通学距離、通学時間、手段）

⚫ 不登校児童生徒増加への対
応（学びの多様化）

⚫ 将来推計から整備の優先順位
を明確化

どのような教育を目指すのか？

少人数だと何が問題なのか？
（誰にとって？どんな面で？）
複式学級だと何が問題なのか？

⚫ 老朽化対応が待ったなし
（トイレ、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ、空調等）

⚫ 新たな学習への対応が不可欠
（個別最適・探究的な学び等）

タブレットの更新、Wi-Fi強化、モニター等

⚫ 他の公共施設も老朽化

⚫ 子どもの放課後の居場所
（キッズプラザ等）

集約化・共用化で地域拠点に
（集会、子育て、プール等）

新たな教育方針によって “再編検討条件” が異なる

⚫ 地域との連携
（地域拠点化）

より具体的に。個別に採用するもの（あれば）。

⚫ 幼・保・こ・小・中 の連携

⚫ 建替え型/長寿命化改修型/
ほとんど手を入れない型
など、整備方式の検討

⚫ これからの学校像と連動した
整備レベル（整備水準）の具
体化（ICT/ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ 等）

⚫ ハザード（津波・土砂災害等）
への対応

コストシミュレーション
（プラン/整備スケジュール/コスト）

⚫ 公共施設再編との連動

⚫ プールの集約化・共用化

⚫ 将来推計から再編統合の優
先順位の明確化

児童生徒数シミュレーション

⚫ 通学距離、通学時間の検証
⇒ 新たな通学手段の検討

スクールバス、公共交通機関
自転車通学 等

⚫ 財源検討
（補助金・負担金、交付金）
（他省庁の補助金活用検討）

⚫ 可変性のある学校
（将来の転用を見込んで）

⚫ 事業費高騰への対応
（段階的整備）
（部分増築等）

⚫ 他の計画との整合
（立地適正化計画等）

⚫ まちづくりとの連動
（自治会、都市マス等）

⚫ 県立高校再編との連動
⚫ 小中一貫校/義務教育学校

⚫ 小規模特認校 ⚫ 分校

支所、公民館 等

⚫ 子育てワンストップ
（子どもの居場所、０歳～）

幼保こ、キッズプラザ等

⚫ 通学手段の検討（スクー
ルバス等）

⚫ 給食（自校/センター）

⚫ 開校後、学校負担増加解消に向けた対応
＜学習の在り方のすり合わせ＞

⚫ 廃校跡地活用の検討
（検討フローの明確化）

・新たなカリキュラム等の準備、学び方のすり合わせ
・地域資源を生かした活用（ふるさと教育）
・学校運営協議会、PTA等の統合

⚫ 技術職員の確保（都道府県との連携）

⚫ 統合加配の活用 ⚫ カリキュラム等作成

⚫ 再編後の効果予測

課題がどこまで解消するか

⚫ 統合加配および
統合後のｽｸｰﾙｶｳ
ﾝｾﾗｰ等の配置

静岡市 東伊豆町 沼津市
（中学校）

西伊豆町

⚫ 方針ができる前に節目節目で情報提供（意見交換） ⚫ 方針と今後
の進め方を
報告

（ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等）

施設の課題や推計の状況を市民に分かりやすく伝える
（通信、YouTube、広報紙、出前講座 等々）

⚫ 市全体の再編の方向性、考え方の浸透（意見交換）

何を目指して、どんな再編をするかを理解してもらう
意見交換で応援者、協力者を見つける
（意見交換会、WS、オープンハウス 等々）

⚫ 再編計画と
今後の進め
方を報告

（ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等）

⚫ エリアごとの再編内容の具体化

通学路・通学手段の解消、施設の使い方 など
（意見交換会、WS、オープンハウス 等々）

⚫ 新しい学校がどう変わるか（学校/保護者/地域等）

市区町村が困っていること

• 専門知識の不足
（ハード/ソフト／ハザード等）

• 技術職員の不足／不在

• 補助金活用（使いづらい、複雑）

• 先行事例、他団体の取組を知らない
（統廃合）（複合化）
（プール）
（学びの多様化学校）

• 都道府県でどのような支援を行って
いるかわからない

• 住民説明会等での合意形成

• 支援を必要とする児童生徒の増加

● 各フェーズで対応すべきこと・検討課題の整理（案）

2025.11.27

③都道府県と市区町村の連携 各フェーズで対応すべきこと・検討課題の整理（案）

運行費、運転手確保
補助金、交付税措置

⚫ 埋蔵文化財、土対法、地盤
（スケジュールへの影響）

⚫ 他の公共施設との複合化・
集約化（動線、維持管理等）

• 組織がタテ割りだと連携した検討
ができない

• 新たな教育方針を示すことが大切

⚫ 行政的・技術的視点

⚫ スケジュール管理（開校時期、入札不調対策）

⚫ 校地の決定（周辺環境、必要
面積、ハザード、駐車場ほ
か）

⚫ 校舎・体育館の整備水準

施設、機能、面積、設備、備品、環境負荷抑制、コスト

⚫ 新しく目指す学校施設像

⚫ 財源確保
（補助金・負担金、交付金）
（他省庁の補助金活用検討）
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③都道府県と市区町村の連携

1.都道府県職員を市区町村へ派遣する制度（支援義務）の基盤整備

2.再編の規模・内容に応じて補助金、交付金制度を見直す

3.使いやすい補助金（長寿命化、体育館空調、非保有手法等）への見直し

4.「インクルーシブな学校運営モデル事業」等に係る報告負担等の軽減・緩和

1.教職員の加配など実態に応じた配慮（再編に伴う事務量増加分を賄う）

2.適正規模・適正配置方針策定についてのノウハウ蓄積・職員派遣・マニュアル化

3.都道府県が主体でICT機器等の共同調達、全児童生徒に統一アカウントを付与

4.ICT機器などの共同調達、点検・修繕を共同発注・共通仕様化

5.都道府県立高校も含め、自治体を跨ぐ広域的な施設の有効活用、跡地利用検討

6.老朽化対策や施設整備に対する技術的助言や技術職員の派遣

7.学校施設整備への、文部科学省以外も含めた補助金・交付金の情報提供

8.都道府県に横断的な市区町村相談窓口（ワンストップ）を設置

9.都道府県と市区町村間の連携に関する定期的な協議会（意見交換会）の実施

10.再編計画の進捗に伴う住民説明会等（合意形成）への都道府県職員の派遣

11.特別支援教育・インクルーシブ教育・不登校対策での連携

1.教育方針と施設整備方針の連携（学校教育部門と施設部門の組織統合）

2.学校教育部門と施設部門の組織統合 （プロジェクトチーム結成からでも）

（適正規模・適正配置方針と学校個別施設計画の連携）

3.特別な支援を必要とする児童・生徒数の推移と施設整備計画の連携

4.プールの在り方、部活動（グラウンド等）の地域移行の検討

２

1.総合教育会議を通じて、教育ビジョン、これからの学校像を共有

2.学校施設と公共施設の複合化・共用化

3.学校を地域コミュニティ化するなど多機能化

4.公共施設と学校施設の点検・清掃等の共同発注

5.再編に伴う住民説明会等（合意形成）へのまちづくり部門・建築職員等の協力

連携の在り方例連携の形態

３

４

５

連携の在り方例

連携の在り方（例）

1.教育方針に合致した学校施設の整備

2.再編を見据えた無駄のない個別施設計画の見直し

（学習環境の向上と施設の安全性の両立）

3. 児童生徒数に適した無駄のない学校施設

4.維持管理費の縮減、教職員負担の軽減

1.自治体全体で合意した教育ビジョンの策定

2.公共施設（財産）の有効活用

3.地域コミュニティ・地域防災の強化

4.施設維持管理費の縮減、職員の事務負担の軽減

5.合意形成が図られる

1.教育体制、 特別支援教育、不登校対応の安定・強化

2.方針の合意形成、他の自治体への展開

3.機器調達費の縮減と情報セキュリティ・利便性の向上

4.施設維持管理のコスト縮減・維持保全の効率化

5.公共施設（財産）の有効活用

6.施設老朽化対策や整備の着実な推進

7.施設整備の財源確保と事業の推進

8.行政手続きの利便性の向上

9.広域的、共通の課題の共有と政策の一体的推進が可能

10.学校再編に伴う住民合意形成の推進

11.包括的な教育環境の整備の推進

1.小規模自治体の専門人材不足を補い、教育行政の質が向上

2.再編のインセンティブの強化と財源の有効活用

3.施設整備の促進と財源の有効活用の促進

4.現場の事務負担の軽減、事業の推進が図られる

６

（都道府県ー周辺市区町村の連携）

都道
府県

市
学校
教育
部門

施設
部門

（都道府県ー周辺市区町村の連携）

1.県立高校と周辺市町村学校の複合化・共用化（ハザード対策、進学先確保）

2.通学距離が近い学校を活用（組合立学校、施設の共有化）

連携の効果

1.地域の高校の存続に寄与

2.広域的なハザード対策（津波、洪水、土砂災害）

3.公共施設（財産）の有効活用

4.通学負担の軽減・複式学級、分離進学の是正

都道
府県

市市 市
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③都道府県と市区町村の連携

連携 連携の内容 効果 連携の課題

具体の連携

複合化区分 複合化・共用化の具体 効果 課題 ポイント

学校複合化 ⚫ 県特別支援学校×市学校（８事例）
⚫ 県高校×市中学校（３事例）
⚫ 県高校×市小中学校（２事例）
⚫ 県高校（分校）×市小学校（１事例）
⚫ 県高校×市高校（１事例）

⚫ 地域の障がい者への理解促進
⚫ 互いの児童生徒が、日常的に自然な形で触れ合う
⚫ 廃止施設の有効活用
⚫ 施設維持に係る県・市の負担が減少
⚫ ６～１８歳までの一貫した教育環境が整備

⚫ 小学校と特別支援学校の運営の区分け
⚫ 共用施設の使用調整が必要
⚫ 分教室は、保健室など本校にバスで移動

の必要

特別支援、一貫教育等
に効果

公共複合化 ⚫ 県体育施設×市学校（９事例）
⚫ 県自立支援施設×市立学校（２事例）
⚫ 県公民館・体育館×市学校（３事例）
⚫ 県福祉施設×市学校（５事例）

⚫ 地域の障がい者への理解促進
⚫ 廃止施設の有効活用
⚫ 施設維持に係る県・市の負担が減少
⚫ ０～１８歳までの一貫した教育環境が整備
⚫ 地域コミュニティの活性化

⚫ 施設・設備の使用、経費の負担、人的配
置、管理責任などについて、県と市が協
議を重ねて合意形成を図る必要 地域との繋がりに効果

さらなる連携 効果

共同調達 ICT機器の共同調
達

⚫ 配送・調整の手間減少
⚫ 市町村の事務負担軽減
⚫ 県内ICT水準の均質化

⚫ ニーズ調整・合意形成の負担
⚫ 自治体間のシステムの違い
⚫ 端末廃棄・保守枠組みの整理
⚫ 補助金終了時の財政リスク

県域アカウ
ント

県内全児童生徒・
教職員に県域アカ
ウント

⚫ 転校・進学・異動時のデータ
継続利用

⚫ 学習履歴等のクラウド保
存・共有

⚫ 私立学校の利用不可

特別支援 巡回型通級指導
の実施（モデル事
業）

⚫ 通級対応範囲の拡大
⚫ 保護者負担の軽減
⚫ 特別支援学級増設の抑制
⚫ 離島・中山間地域の学び保

障

⚫ 通級担当教員の確保困難
⚫ 準備期間の不足
⚫ 財政負担の発生
⚫ 巡回指導員の移動負担
⚫ 通級判断の難しさ

教職員の配
置への配慮

教職員の配置に配
慮（加配）

⚫ 教育環境の改善・充実
⚫ 地域住民の理解促進
⚫ 学校運営の円滑化（教員負

担軽減）

⚫ 加配教員の確保
⚫ 人事と準備期間の調整
⚫ 人件費負担の増大
⚫ 加配基準の明確化
⚫ 自治体間の格差是正
⚫ 学級編制・学校配置との整合性

確保

県職員の派
遣

学校規模適正化
基準策定委員会に
アドバイザー派遣

⚫ 小規模校課題と基準妥当
性の明確化

⚫ 教育施策（県の指針）との
整合性確保

⚫ 地域事情に応じた支援不足
⚫ 相談窓口不明確による相談困

難

学校再編計画策
定委員会に県から
技術職員派遣

⚫ 専門知識に基づく再編計画
策定

⚫ 行政視点の反映
⚫ 住民合意形成の促進

⚫ 市町支援の位置づけ不明瞭
⚫ 個人裁量に依存した不安定体

制

学校教育部門と施設部門の
組織統合
（教育委員会内連携）
（首長部局との連携）

⚫ 安全性と教育環境の両立
⚫ 老朽化対策の優先順位の明確化
⚫ 予算の重複削減・効率化
⚫ 実効性の高い計画への見直し

都道府県と市区町村の協議
体（意見交換会）の設置

⚫ 情報共有の円滑化
⚫ 新たな連携施策の推進
⚫ 市町村の実情に応じた支援
⚫ 合意形成の促進
⚫ 地域間格差の縮小
⚫ 政策整合性の確保

市町村支援窓口の設置
（都道府県の支援体制強化）

⚫ 地域実情に即した支援
⚫ 専門知識・経験不足の補完
⚫ 市町村間格差の是正

都道府県で通級対象の判断
基準をガイドライン化

⚫ 判断基準統一による格差縮小
⚫ 学校の判断負担の軽減
⚫ 支援開始までの時間短縮
⚫ 支援計画の質向上
⚫ 人的・財政配置の適正化
⚫ 保護者説明の統一と信頼性向上

県と市町村でシステムの共通
化（クラウド共同利用）

⚫ 運用標準化による負担軽減
⚫ ICT活用格差の縮小
⚫ 費用削減と効率化
⚫ 学習・支援データの一元管理
⚫ セキュリティ強化
⚫ データ利活用とDX推進

（あまりない） （組合せ）

具体的な連携の事例 と さらなる展開（案）
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複数プラン

＜学校に係る総コスト＞

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑩
⑪

• 公立学校施設整備費負担金
(負担金/文部科学省)
• 学校施設環境改善交付金
 (交付金/文部科学省)
• 教育施設等騒音防止対策事業費

補助金(補助金/防衛省)
• ブロック塀・冷房設備対応特例交

付金(交付金/文部科学省)

• 公立文教施設整備等都道府県事
務費交付金(交付金/文部科学省)

• 公立学校情報通信ネットワーク環
境施設整備費補助金

(補助金/文部科学省)
• 学校保健特別対策事業費補助金

(補助金/文部科学省)

• 要保護児童生徒援助費補助金
(補助金/文部科学省)
• 特別支援教育就学奨励費補助金
(補助金/文部科学省)
• 地方スポーツ振興費補助金
(補助金/スポーツ庁) 

• GIGAスクール構想加速化基金
(文部科学省)
• 教育のICT化に向けた環境整備計

画(文部科学省)

• 学校施設環境改善交付金
(交付金/文部科学省)

• 県費：教職員

関連する補助金等

改善効果の比較

整備時期と建設コスト 学校に係る総コスト

ベース案

案①

案②

第１期 第２期 第３期 第４期 コ
ス
ト

学
校
名

地
域

Ａ
地
域

Ｂ
地
域

20年間合計 〇億円 ベース案 案① 案②

130億円/年

105億円/年
90億円/年

コスト削減 コスト削減

新たに
できる
こと

新しい
課題

課題の
減少

今後、10年・20年における事業計画の策定 都道府県と市区町村が一体となって行う

削減されたコストを
課題解決へつなげる

の維持・更新ｺｽﾄ（単年度平均）

維持管理

空調設備設置工事

管理

健康診断事業費

学力向上支援事業
学校災害給付事業
学校運営協議会推進事業

PCリース料

学校運営協議会報酬
等

・
教育相談事業費

校外活動支援事業費
郷土学習推進事業
部活動活性化事業

部活動支援員人件費
等

ICT推進事業
外国語教育推進事業

PCリース料
ALT人件費 等

県費
人当たり年間平均

ALT
市費

20年間総額（単年度平均）コスト試算より更新・改修費施設面

照明器具取替修繕、フェンス修繕、床張替修繕、
シャッター修理、トイレ床壁修繕等

消耗品費
修繕料

需用費

維持管理 駆除手数料 等手数料役務費

エレベーター保守点検、プール浄化装置保守点検
業務委託、警備業務委託 等等委託料

ガス・電気・灯油・上下水道光熱水費

一般消耗品、消耗品費
需用費

学校運営費管理運営面

写真冊子作成業務、印刷製本業務、通知表等印刷製本費

電話料金、FAX、切手代等通信運搬費役務費

デジタル印刷機リース料、AEDリース料等使用料

教材教具、事務用備品、図書館図書、机椅子等備品購入費 等

遠距離通学補助、体験授業料、
特別支援教育就学奨励費

委託料教育振興、
教育支援事業 補助金 等

インターネット接続利用料通信運搬費役務費

ICT推進事業新たな学習 プログラミング教育導入計画支援 等委託料

校務用パソコン等・校務用プリンター等購入費備品購入費 等

校長、教頭、教諭（担任・特別支援・専科・養
護・栄養・日本語）、非常勤、事務、部活指導県費教職員

栄養士・調理員市費

事務・司書・用務員

支援員・ALT・部活動外部支援員 等

給食食材放射性物質測定委託料、給
食室害虫防除管理業務委託、ボイ
ラー点検等

給食関連

＜学校に係る総コスト＞
• 公立学校施設整備費負担金
(負担金/文部科学省)
• 学校施設環境改善交付金
(交付金/文部科学省)
• 教育施設等騒音防止対策事業費

補助金(補助金/防衛省)
• ブロック塀・冷房設備対応特例交

付金(交付金/文部科学省)

• 公立文教施設整備等都道府県事
務費交付金(交付金/文部科学省)

• 公立学校情報通信ネットワーク環
境施設整備費補助金

(補助金/文部科学省)
• 学校保健特別対策事業費補助金

(補助金/文部科学省)

• 要保護児童生徒援助費補助金
(補助金/文部科学省)
• 特別支援教育就学奨励費補助金
(補助金/文部科学省)
• 地方スポーツ振興費補助金
(補助金/スポーツ庁)

• GIGAスクール構想加速化基金
(文部科学省)
• 教育のICT化に向けた環境整備計

画(文部科学省)

• 学校施設環境改善交付金
(交付金/文部科学省)

• 県費：教職員

関連する補助金等

③都道府県と市区町村の連携

※ 上記補助金等のほかに、地方交付税等で国からの支援を受けているものもある

⚫ 現在の学校に係
るコストを財源
含めて把握

⚫ 市区町村単独で
の課題解決が難
しいことも多く
あるため、都道
府県と市区町村
が一体となって
行う

「学校に係る総コスト」の視点

⚫ 学校に係る総コストとして、ハード関連（改修・修繕費、光熱水費等）、学校運営関連（特別支援関連等）、新たな学習関連（ICT 等）、

人件費（都道府県負担分と市区町村負担分をあわせて）など、国・都道府県・市区町村が実質負担しているものがあるため、これ
らをあわせて把握することが重要。

⚫ いくつかの自治体を見比べると、おおむね１校当たり３～５億円／年が平均で、そうした数値を一つの目安とすることもできる。



大阪府 寝屋川市 25 1 5 5 11 1 0 23 0 0 2 10 0 0 0 12 0 6 2 -13%

大阪府 豊中市 36 2 1 14 17 4 0 38 0 2 3 7 4 0 0 16 1 6 8 -7%

沖縄県 那覇市 41 0 2 11 16 7 0 36 0 0 2 12 3 0 0 17 0 1 -13%

大阪府 八尾市 42 0 0 4 19 4 0 27 0 0 0 10 3 1 0 14 1 1 9 -4%

兵庫県 明石市 49 8 6 6 7 1 0 28 0 5 4 3 1 0 0 13 0 6 1 4%

兵庫県 尼崎市 51 2 9 16 11 3 0 41 0 1 7 7 2 1 0 18 0 1 -4%

埼玉県 越谷市 60 5 5 11 6 2 0 29 0 1 6 6 2 0 0 15 0 5 2 -10%

大阪府 東大阪市 62 0 1 3 28 17 0 49 0 0 1 9 13 0 0 23 2 7 2 -9%

千葉県 船橋市 86 4 9 8 27 7 0 55 1 4 4 11 5 1 0 26 0 5 3 -11%

兵庫県 西宮市 100 1 8 12 18 1 0 40 0 0 5 7 7 0 0 19 1 1 -14%

神奈川県 横須賀市 101 0 0 3 25 16 0 44 0 0 0 7 16 0 0 23 0 8 7 -18%

大阪府 高槻市 105 0 1 5 24 11 0 41 0 0 2 9 7 0 0 18 0 2 1 -6%

愛知県 一宮市 114 0 2 8 24 8 0 42 0 1 5 9 4 0 0 19 0 6 4 -14%

千葉県 柏市 115 3 4 11 15 9 0 42 0 0 1 16 3 1 0 21 0 6 3 -5%

東京都 八王子市 186 0 2 3 34 28 2 69 0 0 0 11 11 15 0 37 1 3 3

岐阜県 岐阜市 204 0 2 9 11 22 1 45 0 2 1 10 8 1 0 22 1 7 9

和歌山県 和歌山市 209 0 1 2 26 17 4 50 0 0 1 10 5 1 0 17 1 3 9 -8%

茨城県 水戸市 217 0 2 7 9 12 1 31 0 1 0 6 7 1 0 15 1 6 1 -6%

福岡県 久留米市 230 2 1 3 21 16 0 43 0 0 1 10 6 0 0 17 0 3 3 -14%

愛知県 豊橋市 262 0 1 13 14 24 0 52 0 0 3 11 6 2 0 22 0 7 3 -14%

奈良県 奈良市 277 0 1 4 21 12 4 42 0 0 0 8 10 4 0 22 0 6

青森県 八戸市 306 0 0 2 12 21 6 41 0 0 0 5 10 9 0 24 0 3 3 -17%

高知県 高知市 309 1 6 8 14 7 3 39 0 0 3 8 5 1 0 17 2 6 3

群馬県 前橋市 312 0 1 1 27 17 0 46 0 0 0 9 10 1 0 20 0 6 4 -12%

岡山県 倉敷市 356 3 7 7 19 21 3 60 1 2 5 11 4 3 0 26 0 6 3 -8%

香川県 高松市 376 6 7 13 10 10 3 49 3 2 7 4 3 2 3 24 0 2 1

山形県 山形市 381 0 2 1 17 9 7 36 0 0 3 7 1 2 2 15 0 6 2 -9%

愛知県 岡崎市 387 7 14 5 7 11 3 47 1 4 4 8 3 0 0 20 0 6 3

長崎県 長崎市 406 0 0 5 22 28 11 66 0 0 0 5 7 11 4 27 0 3 8 -22%

栃木県 宇都宮市 417 0 0 11 25 18 2 56 0 1 6 13 4 1 0 25 0 2

長崎県 佐世保市 426 0 0 4 13 25 2 44 0 0 0 7 8 8 1 24 2 8 6 -1%

群馬県 高崎市 459 2 2 10 26 14 4 58 0 1 5 10 7 2 0 25 0 6 1 -8%

石川県 金沢市 469 0 3 8 27 11 3 52 0 0 3 16 1 4 0 24 0 6 7 -11%

大分県 大分市 502 2 5 11 20 12 5 55 1 2 6 5 7 5 1 27 1 3

広島県 福山市 518 0 1 5 29 34 0 69 0 0 1 6 19 4 0 30 2 3 2 -13%

兵庫県 姫路市 535 1 4 12 22 23 4 66 0 1 3 12 10 6 0 32 3 6 3 -11%

鹿児島県 鹿児島市 548 5 5 8 28 18 14 78 0 0 6 12 15 4 2 39 0 6 3

島根県 松江市 573 2 2 5 9 12 2 32 0 2 1 4 6 2 0 15 2 1

宮崎県 宮崎市 644 0 6 12 15 10 3 46 0 0 0 12 11 3 0 26 0 3 2

北海道 函館市 678 0 0 2 11 20 5 38 0 0 0 5 7 5 1 18 1 3 8 -20%

山口県 下関市 716 0 2 4 7 18 10 41 0 0 1 5 8 7 2 23 0 3 7 -18%

福島県 郡山市 757 0 1 4 22 11 11 49 0 0 2 8 7 8 0 25 2 3 3 -13%

鳥取県 鳥取市 765 0 0 5 7 20 7 39 0 0 2 4 5 2 0 13 4 3 3 -15%

福島県 福島市 768 0 2 8 10 15 5 40 0 1 3 5 7 2 0 18 1 3 7 -10%

青森県 青森市 825 0 0 1 17 18 6 42 0 0 0 9 7 3 0 19 0 3 8 -13%

長野県 長野市 835 0 6 11 13 16 6 52 0 1 10 4 3 3 2 23 0 3 1 -11%

秋田県 秋田市 906 0 1 2 18 12 5 38 0 0 0 11 5 3 0 19 0 6 8 -8%

愛知県 豊田市 918 0 1 12 21 26 15 75 0 1 7 8 7 5 0 28 0 6 2 -13%

福島県 いわき市 1,233 1 1 8 18 24 7 59 0 1 1 9 10 13 0 34 0 6 2 -24%

中核市 ４９ 団体

都
道
府
県
名

市
区
町
村
名

面
積

（㎢）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

5
学級
以下

小学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

小
学
校
数
合
計

（校）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

3~5
学級

中学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

中
学
校
数
合
計

（校）

2
学級
以下

（校）

義
務
教
育
学
校

（校）

適
正
規
模
へ
の

認
識

適
正
規
模
検
討

段
階

児
童
生
徒
数
変
化
率

［現
在→

５
年
後
］

検討してない

方針策定

計画策定

再編統合済

いずれも該当なし

おおむね適正規模

適正規模ではない

上記以外
※ 市域面積小さい順

186

1,233

25

方
針
は
策
定
し
て
い
る
自
治
体
多
い
（
22
自
治
体
）

23

69

59

（過）大規模と（過）小規模の両方の対応が必要

再編効果・課題１

地域との連携

児童生徒数・学級数の変化

通学区域・通学路の変化

諸室構成・校舎配置・教室配置の変化
（改修・建替えによる変化）

学校に係る総コストの把握
（再編によるコスト効果）

・1974年～2024年50年間の変化
・2012年度将来推計と実績値の比較
・2024年度詳細な将来推計の実施
（40年間）（市全体/学校別）

・通学区域の整合性（小・中学校）
・統合後の通学距離、通学時間の変化
・統合後の安全対策
・ローテーションの課題と対応方法
・建替えローテーション

・改修・建替えによる教育環境の向上
・統合新校による放課後の居場所の確保
・関連施設を敷地内に設置

把握内容 把握分析 効 果 課題（対応すべき項目）

✓ 学校規模の変化を把握
✓ 児童生徒数の変化を把握
✓ 将来推計と実績値のずれ

✓ 小中学校の通学区域の整合性
✓ 同一中学校への進学希望
✓ 統合後の通学距離・時間への対応
✓ 統合後の安全対策
✓ 学校の活動への影響を考慮した移転

✓ 建替えによる教育環境の変化

✓ 多目的に活用できる新たな諸室を整
備

✓ 中廊下方式の教室配置

✓ 支援が必要な児童生徒に対応するた
めの場所の確保

✓ 生活空間としての学校施設
✓ 管理運営の切り離しを容易に
✓ 一足制を導入
✓ 複合化による整備レベルの向上
✓ キッズ・プラザなどの設置

✓ 統合後の学校運営費、人件費等の把握

スクールバスの確保が難しい

③

④

学習環境（新しい施設）の使い方
の共有する必要がある

⚫ 適正な学級規模の確保（35人学級）

⚫ 小規模校・過小規模校の解消

⚫ 小中学校の通学路の整合性

⚫ 統合後の通学距離、通学時間への対応

⚫ 改修や建替えによる諸室整備と教育環境向上

⚫ 統合新校による放課後の遊び場の確保

⚫ 統合による管理費、運営費等のコスト削減

⚫ 登下校時の昇降口における時間短縮

⚫ 登下校の見守りの充実と遅刻の減少

⚫ 中学校への分散進学の解消

⚫ 中学校における専任教員の配置が可能

⚫ 児童生徒に配慮した学級編制が可能

将来推計を定期的に見直し、統合後
の規模予想を行っていくことが必
要である

新しい学区での家庭、地域との連携
を円滑に図っていく必要がある

・人件費、学校運営に係るコストを含めた
総コストの把握

・統合によるコスト削減
・廃校による延床面積の減少

⚫ 児童生徒の居場所の確保

⚫ 多様な教育活動の実施

⚫ 統合後の跡地活用を売却・貸付等行うこと
で新たな財源確保にもつながる

施設だけでなく、総コスト、単年
でなく一定期間で把握し、予算の
使い方の見直しへつなげる

②

①

⚫ 学校が楽しくなった

⚫ 児童生徒の人間関係の醸成が図れる

⚫ 学校行事が活性化し参加意欲が向上した

⚫ 校内における居場所づくりが進んだことで、問
題を抱える児童生徒の登校機会が増加

⚫ 学校とキッズ・プラザ職員の連携による指
導体制が強化された

⚫ 広域となった地域との連携体制の確立

⚫ 地域の教育力の活用による授業の充実

⚫ 教職員の取りまとめや地域とのパイプ役にな
ることで円滑な学校運営につながる教育効果

⑤

・児童生徒数の増加による教育活動の変容
・学校行事の活性化
・児童生徒の居場所作りと相談体制の充実
・地域の教育力の活用
・教職員の「学習の在り方」への取組状況
・個別最適な学び・協働的な学びへの移行
・学力（非認知能力を含む）の向上
・体力の維持・向上
・不登校への対応（居場所作り）
・問題行動は発生件数の減少（児童生徒の学
校生活の安定）

・加配教員によるマネジメント

✓ 児童生徒の人間関係
✓ 学校行事の取組状況
✓ 諸室の活用
✓ 相談室等の整備状況
✓ 地域の教育力の活用効果
✓ 地域やPTAとの連携
✓ 他施設職員との連携
✓ 加配教員の役割

✓ 「学習の在り方」の取組状況（教職員の
指導力向上）

✓ 全国学力学習調査の分析
・学力調査 ・質問紙調査

✓ 新体力テストの分析

✓ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指
導上の諸問題に関する調査

・不登校数 ・いじめ認知件数
・問題行動の発生件数

✓ 各種テスト（個別の学力テスト、UQテ
ストなど）

✓ アンケート

⚫ 学力の向上(調査における正答率の向上）

⚫ 非認知能力の育成

⚫ 学校間格差の是正

⚫ 体力の維持・向上

⚫ 不登校児童生徒の出現率の減少

⚫ いじめの解消率の向上

全国学力学習状況調査は小６と中３
で実施されるので経年変化を追う
ことが難しい。

• ３年後（小６→中３）の子どもの成

長を検証できる（３年間の教育の
効果）

• 質問紙調査により、学校の指導体
制や取組状況は把握できる

開校前の期間中の対応が不十分

• 統合後に調整事項が多くなり、学
校が落ち着くまで数年かかる

継続的調査を維持していくことが
難しい
• 調査の目的を共通理解し、再編統
合の前後数年調査を続けること
が必要である。

• 情報を一元化していくこと

市区町村教委、都道府県教委との連
携による人事配置（加配教員）

再

編

効

果

教

育

効

果

⑥

・コミュニティスクールの導入
・地域やPTAとの組織的連携の再構築
・地域の教育力の導入
・登下校の見守り

✓ 学校運営協議会の設置

✓ ゲストティチャー、教育ボランティアの
活用

✓ 地域の登下校の見守り体制

⚫ 学校と地域の連携強化 学区内の地域が広域となり、学校
への関心が薄くなった

自家用自動車による送迎への対応

①

検証
項目

⑥

～

効果 課題

根 拠

タイプ分類２

人
口
規
模

政令市

～

町・村

基礎情報 対応状況

アンケート
ヒアリング
からの

効果・課題

３

・・・

1741の人口規模別

都道府県別

再編の

タイプ
分類

各自治体の効果・課題４

（カルテ化）

Ａ

B

業務の流れ（適正規模～開校）１

0 1 2 3 4 5

合意形成の重要性

各段階ごとの合意形成の在り方
行政に対しての理解度を高める
（興味をもってもらう・応援団を増やす）

３ ６

成果物の分析２

①適正規模適正配置方針

②再編検討（全体）

③再編検討（エリア）

④実行段階（移行段階）

⑤開校後（効果検証）

合意形成事例集４

Q&A集

５

実行段階
（移行段階）

の進め方明確化

（先行例）

７

アンケート・ヒアリング等より１

連携があまり進んでいない

さまざまな課題がある

適正規模
適正配置

学校運営
(地域連携)

学校施設
の維持向上

ＩＣＴ
ＤＸ化

老朽化

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ
不十分

教室不足
発生

ﾌﾟｰ ・給食
老朽化対応

他の公共施設
との複合化

管理運営の
見直し

小中一貫
教育の実施

 ﾐ    
ｽ ｰ 

教職員の
不足

特別支援・
不登校対応

部活動の
地域移行

教職員の
負担軽減

人口集積
が偏って
いる

通学手段
の見直し

（自転車・バス）

通学距離
の見直し

小規模校
の解消

（公共施設の
６割が学校）

（先生の負担軽減）

教職員の
配置 ソ

フ
ト
ハ
ー
ド

さまざまな
課題を解決
するには

連携が必要

２
連携の在り方

１

５

～

教育委員会内

県ー市町ー国

３

具体的な
連携に
よる効果

・特別支援
・共同購入
・集約化等

今後考え
られる
連携等

４ （あまりない）

効果検証
があまり

行われて
いない

効果検証
方法を

示す必要
がある

５

③ 0 1 2 3 4 5

目的

○○県○○市

大阪府 寝屋川市 25 1 5 5 11 1 0 23 0 0 2 10 0 0 0 12 0 6 2 -13%

大阪府 豊中市 36 2 1 14 17 4 0 38 0 2 3 7 4 0 0 16 1 6 8 -7%

沖縄県 那覇市 41 0 2 11 16 7 0 36 0 0 2 12 3 0 0 17 0 1 -13%

大阪府 八尾市 42 0 0 4 19 4 0 27 0 0 0 10 3 1 0 14 1 1 9 -4%

兵庫県 明石市 49 8 6 6 7 1 0 28 0 5 4 3 1 0 0 13 0 6 1 4%

兵庫県 尼崎市 51 2 9 16 11 3 0 41 0 1 7 7 2 1 0 18 0 1 -4%

埼玉県 越谷市 60 5 5 11 6 2 0 29 0 1 6 6 2 0 0 15 0 5 2 -10%

大阪府 東大阪市 62 0 1 3 28 17 0 49 0 0 1 9 13 0 0 23 2 7 2 -9%

千葉県 船橋市 86 4 9 8 27 7 0 55 1 4 4 11 5 1 0 26 0 5 3 -11%

兵庫県 西宮市 100 1 8 12 18 1 0 40 0 0 5 7 7 0 0 19 1 1 -14%

神奈川県 横須賀市 101 0 0 3 25 16 0 44 0 0 0 7 16 0 0 23 0 8 7 -18%

大阪府 高槻市 105 0 1 5 24 11 0 41 0 0 2 9 7 0 0 18 0 2 1 -6%

愛知県 一宮市 114 0 2 8 24 8 0 42 0 1 5 9 4 0 0 19 0 6 4 -14%

千葉県 柏市 115 3 4 11 15 9 0 42 0 0 1 16 3 1 0 21 0 6 3 -5%

東京都 八王子市 186 0 2 3 34 28 2 69 0 0 0 11 11 15 0 37 1 3 3

岐阜県 岐阜市 204 0 2 9 11 22 1 45 0 2 1 10 8 1 0 22 1 7 9

和歌山県 和歌山市 209 0 1 2 26 17 4 50 0 0 1 10 5 1 0 17 1 3 9 -8%

茨城県 水戸市 217 0 2 7 9 12 1 31 0 1 0 6 7 1 0 15 1 6 1 -6%

福岡県 久留米市 230 2 1 3 21 16 0 43 0 0 1 10 6 0 0 17 0 3 3 -14%

愛知県 豊橋市 262 0 1 13 14 24 0 52 0 0 3 11 6 2 0 22 0 7 3 -14%

奈良県 奈良市 277 0 1 4 21 12 4 42 0 0 0 8 10 4 0 22 0 6

青森県 八戸市 306 0 0 2 12 21 6 41 0 0 0 5 10 9 0 24 0 3 3 -17%

高知県 高知市 309 1 6 8 14 7 3 39 0 0 3 8 5 1 0 17 2 6 3

群馬県 前橋市 312 0 1 1 27 17 0 46 0 0 0 9 10 1 0 20 0 6 4 -12%

岡山県 倉敷市 356 3 7 7 19 21 3 60 1 2 5 11 4 3 0 26 0 6 3 -8%

香川県 高松市 376 6 7 13 10 10 3 49 3 2 7 4 3 2 3 24 0 2 1

山形県 山形市 381 0 2 1 17 9 7 36 0 0 3 7 1 2 2 15 0 6 2 -9%

愛知県 岡崎市 387 7 14 5 7 11 3 47 1 4 4 8 3 0 0 20 0 6 3

長崎県 長崎市 406 0 0 5 22 28 11 66 0 0 0 5 7 11 4 27 0 3 8 -22%

栃木県 宇都宮市 417 0 0 11 25 18 2 56 0 1 6 13 4 1 0 25 0 2

長崎県 佐世保市 426 0 0 4 13 25 2 44 0 0 0 7 8 8 1 24 2 8 6 -1%

群馬県 高崎市 459 2 2 10 26 14 4 58 0 1 5 10 7 2 0 25 0 6 1 -8%

石川県 金沢市 469 0 3 8 27 11 3 52 0 0 3 16 1 4 0 24 0 6 7 -11%

大分県 大分市 502 2 5 11 20 12 5 55 1 2 6 5 7 5 1 27 1 3

広島県 福山市 518 0 1 5 29 34 0 69 0 0 1 6 19 4 0 30 2 3 2 -13%

兵庫県 姫路市 535 1 4 12 22 23 4 66 0 1 3 12 10 6 0 32 3 6 3 -11%

鹿児島県 鹿児島市 548 5 5 8 28 18 14 78 0 0 6 12 15 4 2 39 0 6 3

島根県 松江市 573 2 2 5 9 12 2 32 0 2 1 4 6 2 0 15 2 1

宮崎県 宮崎市 644 0 6 12 15 10 3 46 0 0 0 12 11 3 0 26 0 3 2

北海道 函館市 678 0 0 2 11 20 5 38 0 0 0 5 7 5 1 18 1 3 8 -20%

山口県 下関市 716 0 2 4 7 18 10 41 0 0 1 5 8 7 2 23 0 3 7 -18%

福島県 郡山市 757 0 1 4 22 11 11 49 0 0 2 8 7 8 0 25 2 3 3 -13%

鳥取県 鳥取市 765 0 0 5 7 20 7 39 0 0 2 4 5 2 0 13 4 3 3 -15%

福島県 福島市 768 0 2 8 10 15 5 40 0 1 3 5 7 2 0 18 1 3 7 -10%

青森県 青森市 825 0 0 1 17 18 6 42 0 0 0 9 7 3 0 19 0 3 8 -13%

長野県 長野市 835 0 6 11 13 16 6 52 0 1 10 4 3 3 2 23 0 3 1 -11%

秋田県 秋田市 906 0 1 2 18 12 5 38 0 0 0 11 5 3 0 19 0 6 8 -8%

愛知県 豊田市 918 0 1 12 21 26 15 75 0 1 7 8 7 5 0 28 0 6 2 -13%

福島県 いわき市 1,233 1 1 8 18 24 7 59 0 1 1 9 10 13 0 34 0 6 2 -24%

中核市 ４９ 団体

都
道
府
県
名

市
区
町
村
名

面
積

（㎢）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

5
学級
以下

小学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

小
学
校
数
合
計

（校）

31
学級
以上

25~30
学級

19~24
学級

12~18
学級

6~11
学級

3~5
学級

中学校

（校） （校） （校） （校） （校） （校）

中
学
校
数
合
計

（校）

2
学級
以下

（校）

義
務
教
育
学
校

（校）

適
正
規
模
へ
の

認
識

適
正
規
模
検
討

段
階

児
童
生
徒
数
変
化
率

［現
在→

５
年
後
］

検討してない

方針策定

計画策定

再編統合済

いずれも該当なし

おおむね適正規模

適正規模ではない

上記以外
※ 市域面積小さい順

186

1,233

25

方
針
は
策
定
し
て
い
る
自
治
体
多
い
（
22
自
治
体
）

23

69

59

（過）大規模と（過）小規模の両方の対応が必要

３つの調査研究事業のまとめについて

（予算の見直し）

成果物

成果物

成果物

0 5

再編検証
の重要性

８

適正規模・適正配置方針
策定の必要性

７

方針 ≠ 統合計画 ではない

さまざまな
課題の
整理

４

業務の流れの確立
（パブコメ等各段階で行うべきこと）

１

合意形成・意見聴取の重要性
（各段階で手法が異なる）

６

第１回
H27年度

今回

（作り方が変わってきている）

変化をおさえる

住民説明
（状況を理解してもらう）

静岡県
意見

交換会
27

再編効果・課題１

地域との連携

児童生徒数・学級数の変化

通学区域・通学路の変化

諸室構成・校舎配置・教室配置の変化
（改修・建替えによる変化）

学校に係る総コストの把握
（再編によるコスト効果）

・1974年～2024年50年間の変化
・2012年度将来推計と実績値の比較
・2024年度詳細な将来推計の実施
（40年間）（市全体/学校別）

・通学区域の整合性（小・中学校）
・統合後の通学距離、通学時間の変化
・統合後の安全対策
・ローテーションの課題と対応方法
・建替えローテーション

・改修・建替えによる教育環境の向上
・統合新校による放課後の居場所の確保
・関連施設を敷地内に設置

把握内容 把握分析 効 果 課題（対応すべき項目）

✓ 学校規模の変化を把握
✓ 児童生徒数の変化を把握
✓ 将来推計と実績値のずれ

✓ 小中学校の通学区域の整合性
✓ 同一中学校への進学希望
✓ 統合後の通学距離・時間への対応
✓ 統合後の安全対策
✓ 学校の活動への影響を考慮した移転

✓ 建替えによる教育環境の変化

✓ 多目的に活用できる新たな諸室を整
備

✓ 中廊下方式の教室配置

✓ 支援が必要な児童生徒に対応するた
めの場所の確保

✓ 生活空間としての学校施設
✓ 管理運営の切り離しを容易に
✓ 一足制を導入
✓ 複合化による整備レベルの向上
✓ キッズ・プラザなどの設置

✓ 統合後の学校運営費、人件費等の把握

スクールバスの確保が難しい

③

④

学習環境（新しい施設）の使い方
の共有する必要がある

⚫ 適正な学級規模の確保（35人学級）

⚫ 小規模校・過小規模校の解消

⚫ 小中学校の通学路の整合性

⚫ 統合後の通学距離、通学時間への対応

⚫ 改修や建替えによる諸室整備と教育環境向上

⚫ 統合新校による放課後の遊び場の確保

⚫ 統合による管理費、運営費等のコスト削減

⚫ 登下校時の昇降口における時間短縮

⚫ 登下校の見守りの充実と遅刻の減少

⚫ 中学校への分散進学の解消

⚫ 中学校における専任教員の配置が可能

⚫ 児童生徒に配慮した学級編制が可能

将来推計を定期的に見直し、統合後
の規模予想を行っていくことが必
要である

新しい学区での家庭、地域との連携
を円滑に図っていく必要がある

・人件費、学校運営に係るコストを含めた
総コストの把握

・統合によるコスト削減
・廃校による延床面積の減少

⚫ 児童生徒の居場所の確保

⚫ 多様な教育活動の実施

⚫ 統合後の跡地活用を売却・貸付等行うこと
で新たな財源確保にもつながる

施設だけでなく、総コスト、単年
でなく一定期間で把握し、予算の
使い方の見直しへつなげる

②

①

⚫ 学校が楽しくなった

⚫ 児童生徒の人間関係の醸成が図れる

⚫ 学校行事が活性化し参加意欲が向上した

⚫ 校内における居場所づくりが進んだことで、問
題を抱える児童生徒の登校機会が増加

⚫ 学校とキッズ・プラザ職員の連携による指
導体制が強化された

⚫ 広域となった地域との連携体制の確立

⚫ 地域の教育力の活用による授業の充実

⚫ 教職員の取りまとめや地域とのパイプ役にな
ることで円滑な学校運営につながる教育効果

⑤

・児童生徒数の増加による教育活動の変容
・学校行事の活性化
・児童生徒の居場所作りと相談体制の充実
・地域の教育力の活用
・教職員の「学習の在り方」への取組状況
・個別最適な学び・協働的な学びへの移行
・学力（非認知能力を含む）の向上
・体力の維持・向上
・不登校への対応（居場所作り）
・問題行動は発生件数の減少（児童生徒の学
校生活の安定）

・加配教員によるマネジメント

✓ 児童生徒の人間関係
✓ 学校行事の取組状況
✓ 諸室の活用
✓ 相談室等の整備状況
✓ 地域の教育力の活用効果
✓ 地域やPTAとの連携
✓ 他施設職員との連携
✓ 加配教員の役割

✓ 「学習の在り方」の取組状況（教職員の
指導力向上）

✓ 全国学力学習調査の分析
・学力調査 ・質問紙調査

✓ 新体力テストの分析

✓ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指
導上の諸問題に関する調査

・不登校数 ・いじめ認知件数
・問題行動の発生件数

✓ 各種テスト（個別の学力テスト、UQテ
ストなど）

✓ アンケート

⚫ 学力の向上(調査における正答率の向上）

⚫ 非認知能力の育成

⚫ 学校間格差の是正

⚫ 体力の維持・向上

⚫ 不登校児童生徒の出現率の減少

⚫ いじめの解消率の向上

全国学力学習状況調査は小６と中３
で実施されるので経年変化を追う
ことが難しい。

• ３年後（小６→中３）の子どもの成

長を検証できる（３年間の教育の
効果）

• 質問紙調査により、学校の指導体
制や取組状況は把握できる

開校前の期間中の対応が不十分

• 統合後に調整事項が多くなり、学
校が落ち着くまで数年かかる

継続的調査を維持していくことが
難しい
• 調査の目的を共通理解し、再編統
合の前後数年調査を続けること
が必要である。

• 情報を一元化していくこと

市区町村教委、都道府県教委との連
携による人事配置（加配教員）

再

編

効

果

教

育

効

果

⑥

・コミュニティスクールの導入
・地域やPTAとの組織的連携の再構築
・地域の教育力の導入
・登下校の見守り

✓ 学校運営協議会の設置

✓ ゲストティチャー、教育ボランティアの
活用

✓ 地域の登下校の見守り体制

⚫ 学校と地域の連携強化 学区内の地域が広域となり、学校
への関心が薄くなった

自家用自動車による送迎への対応

①

検証
項目

⑥

～

効果 課題

根 拠

タイプ分類２

人
口
規
模

政令市

～

町・村

基礎情報 対応状況

アンケート
ヒアリング
からの

効果・課題

３

・・・

1741の人口規模別

都道府県別

再編の

タイプ
分類

各自治体の効果・課題４

（カルテ化）

Ａ

B

業務の流れ（適正規模～開校）１

0 1 2 3 4 5

合意形成の重要性

各段階ごとの合意形成の在り方
行政に対しての理解度を高める
（興味をもってもらう・応援団を増やす）

３ ６

成果物の分析２

①適正規模適正配置方針

②再編検討（全体）

③再編検討（エリア）

④実行段階（移行段階）

⑤開校後（効果検証）

合意形成事例集４

Q&A集

５

実行段階
（移行段階）

の進め方明確化

（先行例）

７

アンケート・ヒアリング等より１

連携があまり進んでいない

さまざまな課題がある

適正規模
適正配置

学校運営
(地域連携)

学校施設
の維持向上

ＩＣＴ
ＤＸ化

老朽化

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ
不十分

教室不足
発生

ﾌﾟｰ ・給食
老朽化対応

他の公共施設
との複合化

管理運営の
見直し

小中一貫
教育の実施

 ﾐ    
ｽ ｰ 

教職員の
不足

特別支援・
不登校対応

部活動の
地域移行

教職員の
負担軽減

人口集積
が偏って
いる

通学手段
の見直し

（自転車・バス）

通学距離
の見直し

小規模校
の解消

（公共施設の
６割が学校）

（先生の負担軽減）

教職員の
配置 ソ

フ
ト
ハ
ー
ド

さまざまな
課題を解決
するには

連携が必要

２
連携の在り方

１

５

～

教育委員会内

県ー市町ー国

３

具体的な
連携に
よる効果

・特別支援
 ・共同購入
 ・集約化等

今後考え
られる
連携等

４ （あまりない）

効果検証
があまり

行われて
いない

効果検証
方法を

示す必要
がある

５

③ 0 1 2 3 4 5

目的

３つの調査研究事業のまとめについて

まとめ・成果

0 1 2 3 4 5

再編検証の重要性
６

適正規模・適正配置方針
策定の必要性

７

方針 ≠ 統合計画 ではない

さまざまな
課題

４

新たな
教育方針
を示す

２

実行段階
移行段階
進め方の
明確化

３

業務の流れ
（パブコメ等各段階で行うべきこと）

１

合意形成・意見聴取の重要性
（各段階で手法が異なる）

５

第１回
H27年度

今回

（作り方が変わってきている）

変化をおさえる

住民説明
（状況を理解してもらう）

方針
再編
（全体）

再編
（ｴﾘｱ）2 3

移
行

開
校4

実行段階
移行段階
進め方の
明確化

３

1

連携の
必要性

５

○○県○○市
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